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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　作業面及び前記作業面とは反対側を向いた第２の表面を有する研磨層であって、前記作
業面は、ランド領域と、複数の細孔及び複数の突起のうちの少なくとも一方とを含み、前
記ランド領域の厚さが約５ｍｍ未満であり、前記研磨層はポリマーを含む、研磨層と、
　第１主面、反対側を向いた第２主面、及び複数の中空部を有する多孔質基材と、
　前記研磨層の前記ポリマーの一部が、前記多孔質基材の前記複数の中空部の少なくとも
一部に埋め込まれている、境界面領域と、
　を含み、
　前記研磨層が、少なくとも１つのマクロチャネルを更に含み、
　前記境界面領域は、前記研磨パッドの厚さを介して、前記少なくとも１つのマクロチャ
ネルと位置が整合している、研磨パッド。
【請求項２】
　請求項１に記載の研磨パッド、及び研磨溶液を含む、研磨システム。
【請求項３】
　基材を研磨する方法であって、
　請求項１に記載の研磨パッドを準備することと、
　基材を準備することと、
　前記研磨パッドの前記作業面を前記基材の表面に接触させることと、
　前記研磨パッドの前記作業面と前記基材の表面との間の接触を維持しながら、前記研磨
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パッドと前記基材とを互いに対して移動させることと
　を含み、
　研磨は研磨溶液の存在下で実行される、基材を研磨する方法。
【請求項４】
　ポリマーを準備することと、
　複数の中空部を有し、前記ポリマーに隣接する多孔質基材を準備することと、
　前記ポリマーの表面をエンボス加工して、作業面を有する研磨層を形成することであっ
て、前記作業面が、ランド領域と、複数の細孔及び複数の突起のうちの少なくとも一方と
、少なくとも１つのマクロチャネルとを含み、前記エンボス加工は、前記研磨層の前記ポ
リマーの一部が前記多孔質基材の前記複数の中空部の前記少なくとも一部に埋め込まれて
いる境界面領域を形成する、ことと
　を含み、
　前記境界面領域は、前記研磨パッドの厚さを介して、前記少なくとも１つのマクロチャ
ネルと位置が整合している、研磨パッドの製造方法。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本開示は、基板の研磨に有用である研磨パッド及びシステム、並びにそのような研磨パ
ッドの製造方法及び使用方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　例えば半導体ウエハの表面等、基材表面を研磨するのに有用な研磨パッドは、例えばＰ
ＣＴ出願のＷＯ２０１５／１５３５９７（Ａ１）、同ＷＯ２０１５／１５３６０１（Ａ１
）、米国特許第５，４８９，２３３号、同第５，９５８，７９４号、及び同第６，２３４
，８７５号が、当技術分野で知られている。
【発明の概要】
【０００３】
　一実施形態において、本開示は、下記を含む研磨パッドを提供する。
　ｉ）作業面及び作業面とは反対側を向いた第２の表面を有する研磨層であって、その作
業面が、ランド領域と、複数の正確に成形された細孔及び複数の正確に成形された突起の
うちの少なくとも一方とを含み、ランド領域の厚さが約５ｍｍ未満であり、研磨層はポリ
マーを含む、研磨層、ｉｉ）第１主面、反対側を向いた第２主面、及び複数の中空部を有
する多孔質基材、並びにｉｉｉ）研磨層のポリマーの一部が、多孔質基材の複数の中空部
の少なくとも一部に埋め込まれている、境界面領域。
【０００４】
　別の実施形態において、本開示は、多孔質基材が、複数の穴及び複数の貫通穴のうちの
少なくとも一方を有するフィルム基材と、織基材又は不織基材と、連続気泡発泡体とのう
ちの少なくとも１つである前述の研磨パッドを含む、研磨パッドを提供する。いくつかの
実施形態において、多孔質基材は連続気泡発泡体を含まない。
【０００５】
　別の実施形態において、本開示は、研磨層が少なくとも１つのマクロチャネルを更に含
む、前述の研磨パッドのうちの任意の１つを含む研磨パッドを提供する。
【０００６】
　別の実施形態において、本開示は、境界面領域が、研磨パッドの厚さを介して少なくと
も１つのマクロチャネルと位置が整合している、前述の研磨パッドを含む研磨パッドを提
供する。
【０００７】
　別の実施形態において、本開示は、研磨層が、複数の独立した、及び／又は相互連結し
たマクロチャネルを更に含む、前述の研磨パッドのうちの任意の１つを含む研磨パッドを
提供する。
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【０００８】
　別の実施形態において、本開示は、境界面領域が、研磨パッドの厚さを介して、複数の
独立した、及び／又は相互連結したマクロチャネルと位置が整合している、前述の研磨パ
ッドを含む研磨パッドを提供する。
【０００９】
　別の実施形態において、本開示は、研磨層のポリマーが熱可塑性物質である、前述の研
磨パッドの任意の１つを含む研磨パッドを提供する。
【００１０】
　別の実施形態において、本開示は、研磨層が、正確に成形された突起と、正確に成形さ
れた細孔と、ランド領域の表面とのうちの少なくとも１つの上に、ナノメートルサイズの
複数のトポグラフィ的特徴部を含む、前述の研磨パッドの任意のひとつを含む研磨パッド
を提供する。
【００１１】
　別の実施形態において、本開示は、作業面が第２の表面層及びバルク層を備え、後退接
触角と前進接触角とのうちの少なくとも１つは、対応するバルク層の後退接触角又は前進
接触角よりも少なくとも２０°小さい、前述の研磨パッドのうちの任意の１つを含む研磨
パッドを提供する。
【００１２】
　別の実施形態において、本開示は、作業面が第２の表面層及びバルク層を備え、作業面
の後退接触角が約５０°未満である、前述の研磨パッドのうちの任意の１つを含む研磨パ
ッドを提供する。
【００１３】
　更に別の実施形態において、本開示は、前述の研磨パッドのうちの任意の１つと、研磨
溶液とを含む、研磨システムを提供する。
【００１４】
　別の実施形態において、本開示は基材を研磨する方法を提供し、この方法は、
　前述の研磨パッドのうちの任意の１つに従う研磨パッドを準備することと、
　基材を準備することと、
　研磨パッドの作業面を基材表面に接触させることと、
　研磨パッドの作業面と基材表面との間を接触させたまま、研磨パッド及び基材を互いに
対して動かすことと
　を含み、研磨は研磨溶液を用いて実行される。
【００１５】
　更に別の実施形態において、本開示は、
　ポリマーを準備することと、
　複数の中空部を有し、ポリマーに隣接する多孔質基材を準備することと、
　ポリマーの表面をエンボス加工して、作業面を有する研磨層を形成することであって、
作業面は、ランドと、複数の正確に成形された細孔及び複数の正確に成形された突起のう
ちの少なくとも一方とを含み、エンボス加工は、研磨層のポリマーの一部が多孔質基材の
複数の中空部の少なくとも一部に埋め込まれている境界面領域を形成する、ことと
　を含む、研磨パッドを製造する方法を提供する。
【００１６】
　別の実施形態において、本開示は、ポリマーがポリマーフィルムである、前述の方法に
従う研磨パッドの製造方法を提供する。
【００１７】
　上記の本開示の概要は、本開示の各実施形態を説明することを意図したものではない。
本開示の１つ以上の実施形態の詳細は、以下の説明にも記載される。本開示の他の特徴、
目的及び利点は、説明及び特許請求の範囲から明らかになろう。
【図面の簡単な説明】
【００１８】
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　以下の本開示の様々な実施形態の詳細な説明を、添付図面と併せて考慮することで、本
開示をより完全に理解することができる。
【図１Ａ】本開示のいくつかの実施形態による、研磨層の一部の概略断面図である。
【図１Ｂ】本開示のいくつかの実施形態による、研磨層の一部の概略断面図である。
【図１Ｃ】本開示のいくつかの実施形態による、研磨層の一部の概略断面図である。
【図２Ａ】本開示のいくつかの実施形態による、研磨パッドの一部の概略断面図を示す。
【図２Ｂ】本開示のいくつかの実施形態による、研磨パッドの一部の概略断面図を示す。
【図２Ｃ】本開示のいくつかの実施形態による、研磨パッドの一部の概略断面図を示す。
【図２Ｄ】本開示のいくつかの実施形態による、研磨パッドの一部の概略断面図を示す。
【図２Ｅ】本開示のいくつかの実施形態による、研磨パッドの一部の概略断面図を示す。
【図３】本開示のいくつかの実施形態による、研磨層の一部の概略上面図である。
【図４Ａ】本開示のいくつかの実施形態による、研磨パッドの概略断面図である。
【図４Ｂ】本開示のいくつかの実施形態による、研磨パッドの概略断面図である。
【図５】本開示のいくつかの実施形態による、研磨パッドを利用する研磨システムの例、
及び方法の概略図である。
【図６】本開示の実施例及び比較例による、研磨パッドの研磨層の一部のＳＥＭ画像であ
る。
【図７Ａ】トポグラフィ的形状の計測を定義する概略図である。
【図７Ｂ】トポグラフィ的形状の計測を定義する概略図である。
【図８Ａ】実施例４の研磨パッドの断面のＳＥＭ画像である。
【図８Ｂ】境界面領域に焦点を当てた実施例４の研磨パッドのＳＥＭ画像である。
【図９Ａ】比較例１のトポグラフィ的形状データ及び平坦性の差異を示す図である。
【図９Ｂ】実施例２のトポグラフィ的形状データ及び平坦性の差異を示す図である。
【図９Ｃ】比較例３のトポグラフィ的形状データ及び平坦性の差異を示す図である。
【図９Ｄ】実施例４のトポグラフィ的形状データ及び平坦性の差異を示す図である。
【図９Ｅ】実施例５のトポグラフィ的形状データ及び平坦性の差異を示す図である。
【図９Ｆ】実施例６のトポグラフィ的形状データ及び平坦性の差異を示す図である。
【図９Ｇ】比較例７のトポグラフィ的形状データ及び平坦性の差異を示す図である。　本
開示を通して、別途指示しない限り、「繊維」という用語は単数形及び複数形の両方を含
むものを意味する。
【発明を実施するための形態】
【００１９】
　基材の研磨には、様々な物品、システム、及び方法が導入されてきた。研磨物品、研磨
システム、及び研磨方法は、基材の望ましい最終用途の特質に基づいて選択される。基材
の望ましい最終用途の特質として、例えば表面粗さ及び欠陥（引っかき傷、ピット等）等
の表面仕上げ、並びに、局所的平坦性すなわち基材の特定の領域における平坦性と、全体
的すなわち基材表面全体にわたる平坦性との両方を含む平坦性が挙げられるが、限定はさ
れない。半導体ウエハのような基材の研磨は、特に難しい課題を呈する。なぜなら、例え
ば表面仕上げで所望の仕様に研磨する必要のあるマイクロメートルスケール又はナノメー
トルスケールの特徴部のために、最終用途要件が非常に厳格であり得るためである。所望
の表面仕上げを改善又は維持すると共に、研磨プロセスは、材料の取り除きも必要となる
ことが多く、これは、基材の同じ面又は同じ層内において、単一の基材材料内の材料を取
り除くこと、又は２つ以上の異なる材料の組み合わせを同時に取り除くことを含む。単独
で、又は同時に研磨され得る材料は、電気絶縁性材料すなわち誘電体、及び例えば金属等
の導電材料の両方を含む。例えば、バリア層の化学機械平坦化（ＣＭＰ）に関する単一の
研磨ステップの間、研磨パッドは、例えば銅等の金属、並びに／又は接着／バリア層、並
びに／又は例えばタンタル及び窒化タンタル等のキャップ層、並びに／又は例えばシリコ
ン酸化膜若しくは他のガラス等の無機質材料等の誘電材料を取り除くことが必要となり得
る。研磨されるウエハ特徴部サイズと組み合わされた、誘電層、金属層、接着／バリア層
、及び／又はキャップ層の間の材料特性及び研磨特質の違いのため、研磨パッドに対する
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要望は非常に厳しくなり得る。厳しい要件を満たすために、研磨パッド及びその対応する
機械的特性は、パッド毎に厳密に一致させる必要がある。更に研磨特質はパッド毎に変化
し、対応するウエハの処理時間及び最終的なウエハのパラメータに悪影響を与える場合が
ある。
【００２０】
　現在、多くのＣＭＰプロセスは、パッドのトポグラフィを含んだ研磨パッドを導入して
おり、パッド表面のトポグラフィは特に重要である。トポグラフィの１つのタイプは、例
えばパッド内の細孔等の、パッドの多孔性に関する。研磨パッドは一般に研磨溶液、通常
はスラリー（研磨剤粒子を含有する液体）と共に使用されるので、多孔性が望ましい。多
孔性によって、パッド上につける研磨溶液の一部を細孔に含有させることができる。一般
的に、これはＣＭＰプロセスを容易にすると考えられる。通常、研磨パッドは、自然界の
ポリマーである有機材料である。研磨パッドに細孔を含めるための現在の１つのアプロー
チは、ポリマー発泡体の研磨パッドを生成するものであり、細孔はパッドを作製する（泡
立てる）プロセスの結果として生じる。別のアプローチは、２つ以上の異なるポリマーで
あるポリマーブレンドで構成されるパッドを調製するものであり、その位相は分離して２
つの位相構造を形成する。ポリマーブレンドのうちの少なくとも１つは、水又は溶剤可溶
性であり、研磨の前又は研磨プロセス中に抽出され、少なくともパッド作業面に、又はパ
ッド作業面の近くに細孔を作り出す。パッドの作業面とは、例えばウエハ等の被研磨基材
に隣接するパッド表面、及び被研磨基材に少なくとも部分的に接触するパッド表面である
。研磨パッドに細孔を導入することは、研磨溶液の取り扱いを容易にするだけではなく、
多孔性はしばしば、より柔軟なパッド又はより低い剛性のパッドをもたらすため、パッド
の機械的特性も変える。パッドの機械的特性は、所望の研磨成果を得るための重要な役割
も担う。しかし、泡立て又はポリマーブレンド／抽出プロセスを介して細孔を導入するこ
とは、１つのパッド内で及びパッド毎に、均一の細孔サイズ、均一の細孔分布、及び均一
の合計細孔容積を得る際に、困難を生み出す。更に、パッドを作製するために使用される
いくつかのプロセスステップ（ポリマーを泡立て、ポリマーを混合してポリマーブレンド
を形成する）は、実際には幾分ランダムであるため、細孔サイズ、分布、及び合計細孔容
積にランダムなばらつきが発生し得る。これは、単一のパッド内のばらつき、及び異なる
パッド間のばらつきを発生させ、研磨性能に許容できないばらつきを生じさせ得る。
【００２１】
　研磨プロセスにとって非常に重要なパッドのトポグラフィの第２のタイプは、パッド表
面の突起に関する。例えばＣＭＰに使用される現在のポリマーパッドは、所望のパッド表
面のトポグラフィを生成するための、パッド調整プロセスを必要とすることが多い。この
表面のトポグラフィは、被研磨基材の表面と物理的に接触することになる突起を含む。突
起のサイズ及び分布は、パッド研磨性能に関する主要パラメータであると考えられる。一
般的にパッド調整プロセスには、研磨剤粒子を有する研磨剤物品であるパッドコンディシ
ョナーを使用する。パッド表面及びコンディショナー表面を互いに対して動かしながら、
パッドコンディショナーを、指定した圧力でパッド表面に接触させる。パッドコンディシ
ョナーの研磨剤粒子は、研磨パッドの表面を削り落とし、例えば突起等の所望のテクスチ
ャーを作り出す。パッドコンディショナーを使用するプロセスは、研磨プロセスに更なる
可変性をもたらす。なぜなら、パッド表面全体にわたって所望の突起のサイズ、形状、及
び面密度を得ることが、調整プロセスのプロセスパラメータと、パッド表面にわたりかつ
パッド深さを通して、パッドコンディショナーの研磨面の均一性及びパッドの機械的特性
の均一性をいかに良好に維持できるかとの、両方に依存するようになるからである。パッ
ド調整プロセスによる、この更なる可変性は、研磨性能に許容できないばらつきも生じさ
せ得る。
【００２２】
　研磨パッドの突起に関する別のパラメータは、突起の遠位端における高さの均一性に関
する。すなわち、面に対して大きくばらつく高さを有するのと対照的に、突起の遠位端は
面に沿って配置される。突起の遠位端における均一の高さは、研磨性能を向上させると共
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にパッドの寿命を延ばす。いくつかの製造プロセスにおいて、研磨パッドの研磨層（突起
を含む研磨層）は、エンボス加工プロセスによって作製され、エンボスロールで、突起を
例えばポリマーフィルム等の第１のポリマーの表面にエンボス加工して、研磨層を形成す
る。研磨層の作製において、例えばポリマーフィルム等の支持基材を研磨層に隣接させる
ことが望ましい場合がある。このような構造では、支持基材は、エンボス加工中のエンボ
スロールの特徴部によって移動させられる、第１のポリマーの流れを制限し得る。この現
象は、研磨層にエンボス加工される特徴部の、高さ／深さの増加によって悪化する。研磨
層の厚さに関して、第１のポリマーの流れを制限することは、研磨層の不均一な厚さをも
たらす場合があり、それによって突起の遠位端は、不均一な高さになる。突起の高さの不
均一性は、研磨パッドの不均一な研磨挙動を生じさせる可能性があり、研磨パッドの寿命
を縮め、研磨性能を下げる場合がある。したがって、研磨層の遠位端における高さの不均
一性を、最小限に抑えるか、又は無くすことが望まれる。
【００２３】
　総体的に、例えば突起、及び／又は多孔性、及び／又は均一の突起高さ等の、一定で復
元可能なパッド表面のトポグラフィを、単一のパッド内及びパッド毎の両方で準備し、向
上した研磨性能及び／又はより再現性のある研磨性能を可能にする、改善された研磨パッ
ドに対する変わらぬ要望がある。
【００２４】
　定義
　本明細書で使用する場合、単数形「ａ」、「ａｎ」及び「ｔｈｅ」は、その内容につい
て特に明確な断りがない限り、複数の指示対象を含むものとする。本明細書及び添付の実
施形態において使用される場合、用語「又は」は、その内容が特に明確に指示しない限り
、一般的に「及び／又は」を包含する意味で用いられる。
【００２５】
　本明細書において使用される端点による数値範囲の記載は、その範囲内に含まれる全て
の数を含む（例えば、１～５は、１、１．５、２、２．７５、３、３．８、４及び５を含
む）。
【００２６】
　特に指示がない限り、本明細書及び実施形態で使用する量又は成分、特性の測定値等を
表す全ての数は、全ての場合、「約」という用語によって修飾されていると解するものと
する。したがって、特に指示がない限り、前述の明細書及び添付の実施形態の列挙におい
て示す数値パラメータは、本開示の教示を利用して当業者が得ようとする所望の特性に依
存して変化しうる。最低でも、請求項記載の実施形態の範囲への均等論の適用を限定する
試みとしてではなく、報告される有効桁の数に照らして、通常の四捨五入を適用すること
により、各数値パラメータは少なくとも解釈されるべきである。
【００２７】
　「作業面（working surface）」は、被研磨基材表面に隣接し、被研磨基材表面と少な
くとも一部接触する研磨パッドの表面を意味する。
【００２８】
　研磨層の作業面に関する「細孔（pore）」は、例えば液体等の流体がその中に含有され
る、パッドの作業面内の窪みを意味する。細孔によって、少なくともいくらかの流体を細
孔内に含有させ、細孔から流れ出ないようにすることができる。
【００２９】
　「正確に成形された（precisely shaped）」とは、対応する金型キャビティ又は金型突
出部の逆形状の成形形状を有し、トポグラフィ的特徴部が型から取り出された後に上記形
状が維持される、例えば突起又は細孔等のトポグラフィ的特徴部を意味する。発泡プロセ
ス、又は可溶性材料（例えば水溶性粒子）をポリマーマトリクスから除去することを介し
て形成された細孔は、正確に成形された細孔ではない。
【００３０】
　「微細複製」とは、例えば金型又はエンボス加工工具等の生産工具において、ポリマー
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（又は後でポリマーを形成するために硬化させるポリマー前駆体）をキャスティング又は
成形することによって、正確に成形されたトポグラフィ的特徴部が調製され、この生産工
具が、マイクロメートルサイズからミリメートルサイズのトポグラフィ的特徴部を複数有
する、作製技法を指す。生産工具からポリマーを取り外す際、一連のトポグラフィ的特徴
部がポリマー表面に存在する。ポリマー表面のトポグラフィ的特徴部は、元の生産工具の
特徴部の逆形状を有する。本明細書で開示する微細複製の作製技法は、本質的に微細複製
された層すなわち研磨層をもたらす。生産工具が窪みを有する場合、研磨層は微細複製さ
れた突起すなわち正確に成形された突起を含み、生産工具が突出部を有する場合、研磨層
は微細複製された細孔すなわち正確に成形された細孔を有する。生産工具が窪み及び突出
部を含む場合、微細複製された層（研磨層）は微細複製された突起すなわち正確に成形さ
れた突起、及び微細複製された細孔すなわち正確に成形された細孔を有することになる。
【００３１】
　本開示は、限定ではないが半導体ウエハを含む基材を研磨するのに有用な物品、システ
ム、及び方法を対象としている。パッド表面に、例えば突起等の所望のトポグラフィを形
成するために、半導体ウエハの研磨に関連する厳しい寸法公差は、安定した研磨パッド材
料、及びパッド調整プロセスを含む安定した研磨プロセスを用いることを必要とする。現
在の研磨パッドは、それらの作製プロセスに起因して、パッド表面にわたり、かつパッド
の厚さを通して、細孔サイズ、分布、及び合計容積等の主パラメータに、本質的な可変性
を有する。更に、調整プロセスにおける可変性及びパッドの材料特性における可変性のた
めに、パッド表面にわたる突起サイズ及び分布に可変性が存在し、突起の遠位端の互いに
対する高さの可変性もまた存在し得る。本開示の研磨パッドは、これらの課題の多くを、
正確に設計しかつ工学的に作り出した研磨パッドの作業面を準備して、突起、細孔、及び
それらの組み合わせのうちの少なくとも１つを含む、複数の復元可能なトポグラフィ的特
徴部を得ることによって克服する。突起及び細孔は、１μｍ以下の小さい寸法公差で、ミ
リメートルからマイクロメートルまでの寸法範囲を有するように設計される。正確に工学
的に作り出された突起のトポグラフィ、及び突起の遠位端における高さの均一性のため、
本開示の研磨パッドは調整プロセスなしで使用され、研磨剤パッドコンディショナー及び
対応する調整プロセスを排除して、かなりのコスト節約をもたらし得る。更に、正確に工
学的に作り出された細孔トポグラフィは、研磨パッドの作業面にわたって均一な細孔サイ
ズ及び分布を保証し、それによって改善した研磨性能をもたらし、研磨溶液の使用を減少
させる。
【００３２】
　有用な研磨層、並びに本開示の研磨層を作製するための研磨材料及びプロセスは、その
全体が本明細書に参照として組み入れられる、「ＰＯＬＩＳＨＩＮＧ　ＰＡＤＳ　ＡＮＤ
　ＳＹＳＴＥＭＳ　ＡＮＤ　ＭＥＴＨＯＤＳ　ＯＦ　ＭＡＫＩＮＧ　ＡＮＤ　ＵＳＩＮＧ
　ＴＨＥ　ＳＡＭＥ」と題された、ＰＣＴ出願のＷＯ２０１５／１５３５９７（Ａ１）に
含まれている。
【００３３】
　本開示のいくつかの実施形態による、研磨層１０の一部の概略断面図が図１Ａに示され
る。厚さＸを有する研磨層１０は、作業面１２、及び作業面とは反対側を向いた第２の表
面１３を含む。作業面１２は、正確に工学的に作り出されたトポグラフィを有する、正確
に工学的に作り出された表面である。作業面は、複数の正確に成形された細孔、正確に成
形された突起、及びそれらの組み合わせのうちの少なくとも１つを含む。作業面１２は、
深さＤｐ、側壁１６ａ、及び基部１６ｂを有する複数の正確に成形された細孔１６と、高
さＨａ、側壁１８ａ、及び幅Ｗｄの遠位端１８ｂを有する複数の正確に成形された突起１
８とを含む。正確に成形された突起、及び突起基部の幅は、それらの遠位端の幅Ｗｄと同
じであってよい。ランド領域１４は、正確に成形された細孔１６と正確に成形された突起
１８との間の領域に設けられ、作業面の一部と見做され得る。正確に成形された突起側壁
１８ａと、それに隣接するランド領域１４の表面との交点は、突起底部の位置を画定し、
かつ正確に成形された突起基部１８ｃのセットを画定する。正確に成形された細孔の側壁
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１６ａと、それに隣接するランド領域１４の表面との交点は、細孔の頂部と見做され、幅
Ｗｐを有する正確に成形された細孔の開口部１６ｃのセットを画定する。正確に成形され
た突起基部、及び隣接する正確に成形された細孔の開口部は、隣接するランド領域によっ
て決定され、突起基部は、少なくとも１つの隣接する細孔の開口部と実質的に同じ平面に
ある。いくつかの実施形態において、複数の突起基部は、少なくとも１つの隣接する細孔
の開口部と同じ平面にある。複数の突起基部は、研磨層における突起基部の合計の、少な
くとも約１０％、少なくとも約３０％、少なくとも約５０％、少なくとも約７０％、少な
くとも約８０％、少なくとも約９０％、少なくとも約９５％、少なくとも約９７％、少な
くとも約９９％、又は更には少なくとも約１００％を含んでよい。ランド領域は、隣接す
る正確に成形された突起と正確に成形された細孔との間の分離、隣接する正確に成形され
た細孔間の分離、及び／又は隣接する正確に成形された突起間の分離を含む、正確に成形
された特徴部間の明確な分離領域を提供する。
【００３４】
　ランド領域１４は、製造プロセスによる僅かな湾曲、及び／又は厚さのばらつきはあり
得るが、実質的に平坦であってよく、実質的に均一の厚さＹを有する。ランド領域の厚さ
Ｙは、複数の正確に成形された細孔の深さよりも大きい必要があるので、ランド領域は、
突起のみを有し得る当技術分野で知られている他の研磨剤物品よりも、大きい厚さであっ
てよい。本開示のいくつかの実施形態において、正確に成形された突起及び正確に成形さ
れた細孔の両方が研磨層に存在するとき、ランド領域を包含することによって、複数の正
確に成形された突起の面密度を、複数の正確に成形された細孔の面密度とは無関係に設計
することが可能となり、より高い設計の柔軟性をもたらす。これは、全体的に平坦なパッ
ド表面の一連の交差する溝を形成することを含み得る、従来のパッドとは対照的である。
交差する溝は、テクスチャー化した作業面の形成をもたらし、その溝（材料が表面から除
去された領域）は、作業面の上方領域（材料が表面から除去されない領域）すなわち被研
磨基材と接触する領域を画定する。この知られているアプローチにおいて、溝のサイズ、
配置、及び数は、作業面の上方領域のサイズ、配置、及び数を画定する。すなわち、作業
面の上方領域における面密度は、溝の面密度に依存する。研磨溶液を含有できる細孔とは
対照的に、溝はパッドの長さにわたって延びてもよく、それによって研磨溶液は溝から流
れ出ることができる。特に、作業面の近傍の研磨溶液を近接して保持かつ保有できる正確
に成形された細孔を包含することによって、例えばＣＭＰ等の要求される用途に、向上し
た研磨溶液の送達をもたらし得る。
【００３５】
　研磨層１０は、少なくとも１つのマクロチャネルを含んでよい。図１Ａは、幅Ｗｍ、深
さＤｍ、及び基部１９ａを有するマクロチャネル１９を示す。厚さＺを有する第２のラン
ド領域は、マクロチャネルの基部１９ａによって画定される。マクロチャネルの基部によ
って画定される第２のランド領域は、前述のランド領域１４の一部とは見做されない。い
くつかの実施形態において、１つ以上の第２の細孔（図示せず）が、少なくとも１つのマ
クロチャネルの基部の少なくとも一部に含まれてよい。１つ以上の第２の細孔は、第２の
細孔の開口部（図示せず）を有し、第２の細孔の開口部は、マクロチャネル１９の基部１
９ａと実質的に同じ平面にある。いくつかの実施形態において、少なくとも１つのマクロ
チャネルの基部には、第２の細孔を実質的に含まない。
【００３６】
　正確に成形された細孔１６の形状は、特に限定されず、円筒形、半球形、立方体、直方
柱、三角柱、六角柱、三角錐、四、五、及び六角錐、角錐台、円錘形、円錐台等を含むが
、それらに限定されない。正確に成形された細孔１６の開口部に対する最低箇所は、穴の
底部と見做される。正確に成形された細孔１６の形状は、全て同じでよく、又は組み合わ
せが用いられてもよい。いくつかの実施形態において、正確に成形された細孔のうちの、
少なくとも約１０％、少なくとも約３０％、少なくとも約５０％、少なくとも約７０％、
少なくとも約９０％、少なくとも約９５％、少なくとも９７％、少なくとも約９９％、又
は更には少なくとも約１００％は、同じ形状及び寸法で設計される。正確に成形された細
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孔を作製するために使用される正確な作製プロセスのため、寸法公差は概ね小さい。同じ
細孔寸法を有するように設計された複数の正確に成形された細孔のため、細孔寸法は均一
である。いくつかの実施形態において、複数の正確に成形された細孔のサイズに対応する
、例えば高さ、開口部の幅、長さ、及び径等の、少なくとも１つの距離寸法の標準偏差は
、約２０％未満、約１５％未満、約１０％未満、約８％未満、約６％未満、約４％未満、
約３％未満、約２％未満、又は更には約１％未満である。標準偏差は、知られている統計
技法によって測定できる。標準偏差は、少なくとも５つの細孔、少なくとも１０の細孔、
又は更には少なくとも２０の細孔のサンプルサイズから計算され得る。サンプルサイズは
、２００個以下の細孔、１００個以下の細孔、又は更には５０個以下の細孔であってよい
。サンプルは、研磨層の単一領域から、又は研磨層の複数領域からランダムに選択され得
る。
【００３７】
　正確に成形された細孔の開口部１６ｃの最長寸法、例えば正確に成形された細孔１６が
円筒形であるときの径の寸法は、約１０ｍｍ未満、約５ｍｍ未満、約１ｍｍ未満、約５０
０μｍ未満、約２００μｍ未満、約１００μｍ未満、約９０μｍ未満、約８０μｍ未満、
約７０μｍ未満、又は更には約６０μｍ未満であってよい。正確に成形された細孔の開口
部１６ｃの最長寸法は、約１μｍより大きく、約５μｍより大きく、約１０μｍより大き
く、約１５μｍより大きく、又は更には約２０μｍより大きくてよい。正確に成形された
細孔１６の断面積、例えば正確に成形された細孔１６が円筒形であるときの円の断面積は
、細孔の深さを通して均一であってよい。又は正確に成形された細孔の側壁１６ａが開口
部から基部へ内側にテーパーが付いている場合、断面積は減少し得る。又は正確に成形さ
れた細孔の側壁１６ａが外側にテーパーが付いている場合、断面積は増加し得る。正確に
成形された細孔の開口部１６ｃは、全て等しい最長寸法を有してよく、又は最長寸法は、
正確に成形された細孔の開口部１６ｃ間、若しくは設計毎に異なる正確に成形された細孔
の開口部１６ｃのセット間で変化してもよい。正確に成形された細孔の開口部の幅Ｗｐは
、上述の最長寸法として与えられた値と同じであってよい。
【００３８】
　複数の正確に成形された細孔の深さＤｐは、特に限定されない。いくつかの実施形態に
おいて、複数の正確に成形された細孔の深さは、各正確に成形された細孔に隣接するラン
ド領域の厚さ未満である。すなわち正確に成形された細孔は、ランド領域１４の全厚さを
貫通する貫通穴ではない。これによって、細孔は作業面の近傍の流体を捕らえ、かつ保有
することができる。複数の正確に成形された細孔の深さは、上記で示したように限定され
る可能性があるが、これによって、例えば研磨溶液を研磨層を通して作業面まで提供する
貫通穴、又はパッドを通す空気流の通路等の、パッド内の１つ以上の他の貫通穴を包含す
ることが妨げられることはない。貫通穴は、ランド領域１４の全厚さＹを貫通する穴と定
義される。いくつかの実施形態において、研磨層は貫通細孔を含まない。
【００３９】
　複数の正確に成形された細孔１６の深さＤｐは、約５ｍｍ未満、約１ｍｍ未満、約５０
０μｍ未満、約２００μｍ未満、約１００μｍ未満、約９０μｍ未満、約８０μｍ未満、
約７０μｍ未満、又は更には約６０μｍ未満であってよい。正確に成形された細孔１６の
深さは、約１μｍより大きく、約５μｍより大きく、約１０μｍより大きく、約１５μｍ
より大きく、又は更には約２０μｍより大きくてよい。複数の正確に成形された細孔の深
さは、約１μｍ～約５ｍｍ、約１μｍ～約１ｍｍ、約１μｍ～約５００μｍ、約１μｍ～
約２００μｍ、約１μｍ～約１００μｍ、約５μｍ～約５ｍｍ、約５μｍ～約１ｍｍ、約
５μｍ～約５００μｍ、約５μｍ～約２００μｍ、又は更には約５μｍ～約１００μｍで
あってよい。正確に成形された細孔１６は、全て等しい深さを有してよく、又は深さが正
確に成形された細孔１６間、若しくは正確に成形された細孔１６の異なるセット間で変化
してもよい。
【００４０】
　いくつかの実施形態において、複数の正確に成形された細孔の、少なくとも約１０％、
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少なくとも約３０％、少なくとも約５０％、少なくとも７０％、少なくとも約８０％、少
なくとも約９０％、少なくとも約９５％、又は更には少なくとも約１００％の深さは、約
１μｍ～約５００μｍ、約１μｍ～約２００μｍ、約１μｍ～約１５０μｍ、約１μｍ～
約１００μｍ、約１μｍ～約８０μｍ、約１μｍ～約６０μｍ、約５μｍ～約５００μｍ
、約５μｍ～約２００μｍ、約５μｍ～約１５０μｍ、約５μｍ～約１００μｍ、約５μ
ｍ～約８０μｍ、約５μｍ～約６０μｍ、約１０μｍ～約２００μｍ、約１０μｍ～約１
５０μｍ、又は更には約１０μｍ～約１００μｍである。
【００４１】
　いくつかの実施形態において、複数の正確に成形された細孔の全てを含む少なくとも一
部の深さは、少なくとも１つのマクロチャネルの少なくとも一部の深さ未満である。いく
つかの実施形態において、複数の正確な細孔のうちの少なくとも約５０％、少なくとも約
６０％、少なくとも約７０％、少なくとも約８０％、少なくとも約９０％、少なくとも約
９５％、少なくとも約９９％、又は更には少なくとも約１００％の深さは、少なくとも一
部のマクロチャネルの深さ未満である。
【００４２】
　正確に成形された細孔１６は均一に分布されてよく、すなわち研磨層１０の表面にわた
り単一の面密度を有してよく、又は研磨層１０の表面にわたり異なる面密度を有してよい
。正確に成形された細孔１６の面密度は、約１，０００，０００／ｍｍ２未満、約５００
，０００／ｍｍ２未満、約１００，０００／ｍｍ２未満、約５０，０００／ｍｍ２未満、
約１０，０００／ｍｍ２未満、約５，０００／ｍｍ２未満、約１，０００／ｍｍ２未満、
５００／ｍｍ２未満、約１００／ｍｍ２未満、約５０／ｍｍ２,未満、約１０／ｍｍ２,未
満、又は更には約５／ｍｍ２であってよい。正確に成形された細孔１６の面密度は、約１
／ｄｍ２より大きく、約１０／ｄｍ２より大きく、約１００／ｄｍ２より大きく、約５／
ｃｍ２より大きく、約１０／ｃｍ２より大きく、約１００／ｃｍ２より大きく、又は更に
は約５００／ｃｍ２より大きくてよい。
【００４３】
　投影した研磨パッド表面積に対する、正確に成形された細孔の開口部１６ｃの合計断面
積の割合は、約０．５％より大きく、約１％より大きく、約３％より大きく、約５％より
大きく、約１０％より大きく、約２０％より大きく、約３０％より大きく、約４０％より
大きく、又は更には約５０％より大きくてよい。投影した研磨パッド表面積に対する、正
確に成形された細孔の開口部１６ｃの合計断面積の割合は、約９０％未満、約８０％未満
、約７０％未満、約６０％未満、約５０％未満、約４０％未満、約３０％未満、約２５％
未満、又は更には約２０％未満であってよい。投影された研磨パッドの表面積は、研磨パ
ッドを面上に投影した形状から得られる面積である。例えば、半径ｒを有する円形状の研
磨パッドは、半径の二乗にπを掛けた投影表面積、すなわち面上に投影した面積を有する
。
【００４４】
　正確に成形された細孔１６は、研磨層１０の表面にわたってランダムに配置されてよく
、又は例えば研磨層１０にわたって繰り返しパターン等のパターンで配置されてもよい。
パターンとしては、正方配列、及び六方配列（hexagonal arrays）等が挙げられるが、こ
れらに限定されない。パターンの組み合わせを用いてもよい。
【００４５】
　正確に成形された突起１８の形状は、特に限定されず、円筒形、半球形、立方体、直方
柱、三角柱、六角柱、三角錐、四、五、及び六角錐、角錐台、円錘形、円錐台等を含むが
、それらに限定されない。正確に成形された突起側壁１８ａとランド領域１４との交点は
、突起の基部と見做される。突起基部１８ｃから遠位端１８ｂまで計測した、正確に成形
された突起１８の最高箇所は、突起の頂部と見做され、遠位端１８ｂと突起基部１８ｃと
の間の距離が、突起の高さである。正確に成形された突起の形状の全ては同じであってよ
く、又は組み合わせで用いられてもよい。いくつかの実施形態において、正確に成形され
た突起のうちの、少なくとも約１０％、少なくとも約３０％、少なくとも約５０％、少な
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くとも約７０％、少なくとも約９０％、少なくとも約９５％、少なくとも約９７％、少な
くとも約９９％、又は更には少なくとも約１００％は、同じ形状及び寸法を有するように
設計される。正確に成形された突起を作製するために用いられる正確な作製プロセスのた
めに、寸法公差は概ね小さい。同じ突起寸法を有するように設計された複数の正確に成形
された突起のために、突起寸法は均一である。いくつかの実施形態において、例えば高さ
、遠位端の幅、基部の幅、長さ、及び径等の、複数の正確に成形された突起のサイズに対
応する少なくとも１つの距離寸法の標準偏差は、約２０％未満、約１５％未満、約１０％
未満、約８％未満、約６％未満、約４％未満、約３％未満、約２％未満、及び更には約１
％未満である。標準偏差は、知られている統計技法によって測定できる。標準偏差は、少
なくとも５つの突起、少なくとも１０個の突起、又は更には少なくとも２０個の突起のサ
ンプルサイズから計算され得る。サンプルサイズは、２００個以下の突起、１００個以下
の突起、又は更には５０個以下の突起であってよい。サンプルは、研磨層の単一領域から
、又は研磨層の複数領域からランダムに選択され得る。
【００４６】
　いくつかの実施形態において、正確に成形された突起のうちの、少なくとも約５０％、
少なくとも約７０％、少なくとも約９０％、少なくとも約９５％、少なくとも約９７％、
少なくとも約９９％、及び更には少なくとも約１００％は、固体構造である。固体構造と
は、容積で少なくとも約１０％未満、少なくとも約５％未満、少なくとも約３％未満、少
なくとも約２％未満、少なくとも約１％未満、少なくとも約０．５％未満、又は更には０
％の間隙率を含有する構造と定義する。間隙率には、例えば発泡体、又は押し抜き、ドリ
ル加工、ダイカット、レーザー切断、ウォータージェット切断等の知られている技法によ
って突起に意図的に作製された加工穴に見られるような、連続気泡構造又は独立気泡構造
を含み得る。いくつかの実施形態において、正確に成形された突起は加工された細孔を含
まない。加工プロセスの結果、加工された穴は、例えば半導体ウエハ等の被研磨基材の表
面に欠陥を生じさせる可能性のある、穴の縁部付近に望ましくない材料の変形又は盛り上
がりを有し得る。
【００４７】
　正確に成形された突起１８の断面積に関する最長寸法、例えば正確に成形された突起１
８が円筒形であるときの径は、約１０ｍｍ未満、約５ｍｍ未満、約１ｍｍ未満、約５００
μｍ未満、約２００μｍ未満、約１００μｍ未満、約９０μｍ未満、約８０μｍ未満、約
７０μｍ未満、又は更には約６０μｍ未満であってよい。正確に成形された突起１８の最
長寸法は、約１μｍより大きく、約５μｍより大きく、約１０μｍより大きく、約１５μ
ｍより大きく、又は更には約２０μｍより大きくてよい。正確に成形された突起１８の断
面積、例えば正確に成形された突起１８が円筒形のときの円形断面積は、突起の高さ全体
で均一であってよい。又は正確に成形された突起の側壁１８ａが突起頂部から基部へ内側
にテーパーが付いている場合、断面積は減少し得る。又は正確に成形された突起の側壁１
８ａが外側にテーパーが付いている場合、断面積は増加し得る。正確に成形された突起１
８は、全て同じ最長寸法を有してよく、又は正確に成形された突起１８間、若しくは正確
に成形された突起１８の設計毎の異なるセット間で、最長寸法は変化してもよい。正確に
成形された突起基部の遠位端の幅Ｗｄは、上述の最長寸法として与えられた値と同じであ
ってよい。正確に成形された突起基部の幅は、上述の最長寸法として与えられた値と同じ
であってよい。
【００４８】
　正確に成形された突起１８の高さは、約５ｍｍ未満、約１ｍｍ未満、約５００μｍ未満
、約２００μｍ未満、約１００μｍ未満、約９０μｍ未満、約８０μｍ未満、約７０μｍ
未満、又は更には約６０μｍ未満であってよい。正確に成形された突起１８の高さは、約
１μｍより大きく、約５μｍより大きく、約１０μｍより大きく、約１５μｍより大きく
、又は更には２０μｍより大きくてよい。正確に成形された突起１８は、全て同じ高さで
あってよく、又は正確に成形された突起１８間、若しくは正確に成形された突起１８の異
なるセット間で、高さは変化してもよい。いくつかの実施形態において、研磨層の作業面
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は、正確に成形された突起の第１のセット、及び正確に成形された突起の少なくとも１つ
の第２のセットを含み、正確に成形された突起の第１のセットの高さは、正確に成形され
た突起の第２のセットよりも大きい。各セットが異なる高さを有する、複数の正確に成形
された突起の複数のセットを有することにより、異なる面の研磨突起をもたらす。これは
、突起表面が親水性に改質された場合に特に有利である。ある程度研磨した後に突起の第
１のセットは摩損（親水性表面の剥離を含む）し、それにより突起の第２のセットが被研
磨基材と接触できるようになり、研磨のための新たな突起をもたらす。突起の第２のセッ
トも親水性表面を有してよく、突起の第１のセットが摩損した後の研磨性能を高める。複
数の正確に成形された突起のうちの第１のセットは、複数の正確に成形された突起のうち
の少なくとも１つの第２のセットの高さより、３μｍ～５０μｍ、３μｍ～３０μｍ、３
μｍ～２０μｍ、５μｍ～５０μｍ、５μｍ～３０μｍ、５μｍ～２０μｍ、１０μｍ～
５０μｍ、１０μｍ～３０μｍ、又は更には１０μｍ～２０μｍ大きくてよい。
【００４９】
　いくつかの実施形態において、研磨層と研磨基材との境界面における研磨溶液の実用性
を促進するために、複数の正確に成形された突起の、少なくとも約１０％、少なくとも約
３０％、少なくとも約５０％、少なくとも約７０％、少なくとも約８０％、少なくとも約
９０％、少なくとも約９５％、又は更には少なくとも１００％の高さは、約１μｍ～５０
０μｍ、約１μｍ～約２００μｍ、約１μｍ～約１００μｍ、約１μｍ～約８０μｍ、約
１μｍ～約６０μｍ、約５μｍ～約５００μｍ、約５μｍ～約２００μｍ、約５μｍ～約
１５０μｍ、約５μｍ～約約１００μｍ、約５μｍ～約８０μｍ、約５μｍ～約６０μｍ
、約１０μｍ～約２００μｍ、約１０μｍ～約１５０μｍ、又は更には約１０μｍ～約１
００μｍである。
【００５０】
　正確に成形された突起１８は、均一に分配され得る。すなわち、研磨層１０の表面にわ
たって単一の面密度とされるか、又は研磨層１０の表面にわたって異なる面密度を有して
もよい。正確に成形された突起１８の面密度は、約１，０００，０００／ｍｍ２未満、約
５００，０００／ｍｍ２未満、１００，０００／ｍｍ２未満、約５０，０００／ｍｍ２未
満、約１０，０００／ｍｍ２未満、約５，０００／ｍｍ２未満、約１，０００／ｍｍ２未
満、約５００／ｍｍ２未満、約１００／ｍｍ２未満、約５０／ｍｍ２未満、約１０／ｍｍ
２未満、又は更には約５／ｍｍ２であってよい。正確に成形された突起１８の面密度は、
約１／ｄｍ２より大きく、約１０／ｄｍ２より大きく、約１００／ｄｍ２より大きく、約
５／ｃｍ２より大きく、約１０／ｃｍ２より大きく、約１００／ｃｍ２より大きく、又は
更には約５００／ｃｍ２より大きくてよい。いくつかの実施形態において、複数の正確に
成形された突起１８の面密度は、複数の正確に成形された細孔の面密度とは関連がない。
【００５１】
　正確に成形された突起１８は、研磨層１０の表面にわたってランダムに配置されてよく
、又は例えば研磨層１０にわたる繰り返しパターン等のパターンで配置されてもよい。パ
ターンとしては、正方配列、及び六方配列等が挙げられるが、これらに限定されない。パ
ターンの組み合わせを用いてもよい。
【００５２】
　投影した研磨パッドの合計表面積に対する遠位端１８ｂの合計断面積は、約０．０１％
より大きく、約０．０５％より大きく、約０．１％より大きく、約０．５％より大きく、
約１％より大きく、約３％より大きく、約５％より大きく、約１０％より大きく、約１５
％より大きく、約２０％より大きく、又は更には約３０％より大きくてよい。投影した研
磨パッドの合計表面積に対する、正確に成形された突起１８の遠位端１８ｂの合計断面積
は、約９０％未満、約８０％未満、約７０％未満、約６０％未満、約５０％未満、約４０
％未満、約３０％未満、約２５％未満、又は更には約２０％未満であってよい。投影した
研磨パッドの合計表面積に対する、正確に成形された突起基部の合計断面積は、遠位端に
ついて説明したものと同じであってよい。
【００５３】
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　突起の高さについての平坦性の差異、すなわち与えられたサンプル（例えばセル内の正
確に成形された突起のセット）における正確に成形された突起の最大高さと最小高さとの
間の高さの差は、３０μｍ未満、２５μｍ未満、２０μｍ未満、１５μｍ未満、１２μｍ
未満、１０μｍ未満、７μｍ未満、又は更には５μｍ未満であってよい。与えられた突起
のサンプルの高さにおける平坦性の差異は、０より大きく、１μｍより大きく、２μｍよ
り大きく、又は更には３μｍより大きくてよい。サンプルサイズは、少なくとも２０個の
突起、少なくとも３０個の突起、少なくとも４０個の突起、又は更には少なくとも５０個
の突起であってよい。突起ピークの与えられたサンプルの高さの標準偏差は、８μｍ未満
、６μｍ未満、５μｍ未満、４μｍ未満、３μｍ未満、又は更には２μｍ未満であってよ
い。サンプルサイズは、少なくとも２０個の突起、少なくとも３０個の突起、少なくとも
４０個の突起、又は更には少なくとも５０個の突起であってよい。
【００５４】
　一実施形態において、本開示は、
　ｉ）作業面及び作業面とは反対側を向いた第２の表面を有する研磨層であって、作業面
が、ランド領域と、複数の正確に成形された細孔及び複数の正確に成形された突起のうち
の少なくとも一方とを含み、ランド領域の厚さが約５ｍｍ未満であり、研磨層がポリマー
を含む、研磨層、ｉｉ）第１主面、反対側を向いた第２主面、及び複数の中空部を有する
多孔質基材、及びｉｉｉ）研磨層のポリマーの一部が多孔質基材の中空部の少なくとも一
部に埋め込まれている境界面領域、を含む研磨パッドを提供する。
【００５５】
　図２Ａは、本開示のいくつかの実施形態による、研磨パッドの一部の概略断面図を示す
。研磨パッド６０は、研磨層１０、多孔質基材１７、及び境界面領域９０を含む。研磨層
１０は、上記で開示された研磨層の任意の１つであってよい。この例示的な実施形態にお
いて、研磨層１０は、遠位端１８ｂを有する正確に成形された突起１８と、第２の表面１
３とを含む。研磨層１０は、マクロチャネル１９も含む。多孔質基材１７は、第１主面１
７ａ、反対側を向いた第２主面１７ｂ、並びに深さＤｈを有する複数の中空部１７ｖ及び
１７ｖ’を含む。中空部１７ｖ’は、研磨層１０からのポリマーを含み、境界面領域９０
を形成する。境界面領域９０は、研磨パッドの厚さを介して、マクロチャネル１９と位置
が整合している。本実施形態において、多孔質基材１７は、例えば複数の穴である複数の
中空部を有するフィルム基材であってよい。
【００５６】
　図２Ｂは、本開示のいくつかの実施形態による研磨パッドの一部の概略断面図を示す。
研磨パッド６１は、研磨層１０、多孔質基材１７、及び境界面領域９０を含む。研磨層１
０は、上記で開示された研磨層のうちの任意の１つであってよい。この例示的な実施形態
において、研磨層１０は、遠位端１８ｂ及び第２の表面１３を有する、正確に成形された
突起１８を含む。研磨層１０はマクロチャネル１９も含む。多孔質基材１７は、第１主面
１７ａ及び反対側を向いた第２主面１７ｂ、並びに深さＤｈを有する複数の中空部１７ｖ
及び１７ｖ’を有する。中空部１７ｖ’は、研磨層１０からのポリマーを含み、境界面領
域９０を形成する。境界面領域９０は、研磨パッドの厚さを介してマクロチャネル１９と
位置が整合している。本実施形態において、多孔質基材１７は、例えば複数の貫通穴等の
複数の中空部を有するフィルム基材であってよい。
【００５７】
　図２Ｃは、本開示のいくつかの実施形態による研磨パッドの一部の概略断面図を示す。
研磨パッド６２は、研磨層１０、多孔質基材１７、及び境界面領域９０を含む。研磨層１
０は、上記で開示された研磨層のうちの任意の１つであってよい。この例示的な実施形態
において、研磨層１０は、遠位端１８ｂ及び第２の表面１３を有する、正確に成形された
突起１８を含む。研磨層１０はマクロチャネル１９も含む。多孔質基材１７は、第１主面
１７ａ及び反対側を向いた第２主面１７ｂ、並びに複数の中空部１７ｖ及び１７ｖ’を有
する。中空部１７ｖ’は、研磨層１０からのポリマーを含み、境界面領域９０を形成する
。境界面領域９０は、研磨パッドの厚さを介してマクロチャネル１９と位置が整合してい
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る。境界面領域９０は、大部分がマクロチャネル１９の下に位置する。すなわち、境界面
領域９０は、研磨パッドの厚さを介してマクロチャネル１９と位置が整合している。本実
施形態において、多孔質基材１７は、複数の中空部１７ｖ’及び繊維１７１を有する不織
基材であってよい。
【００５８】
　図２Ｄは、本開示のいくつかの実施形態による、研磨パッドの一部の概略断面図を示す
。研磨パッド６３は、研磨層１０、多孔質基材１７、及び境界面領域９０を含む。研磨層
１０は、上記で開示された研磨層のうちの任意の１つであってよい。この例示的な実施形
態において、研磨層１０は、遠位端１８ｂ及び第２の表面１３を有する、正確に成形され
た突起１８を含む。研磨層１０はマクロチャネル１９も含む。多孔質基材１７は、第１主
面１７ａ及び反対側を向いた第２主面１７ｂ、並びに複数の中空部１７ｖ及び１７ｖ’を
有する。中空部１７ｖ’は、研磨層１０からのポリマーを含み、境界面領域９０を形成す
る。境界面領域９０はマクロチャネル１９の下、及び研磨層１０と多孔質基材１７との間
の境界面全体にわたって位置する。本実施形態において、多孔質基材１７は、複数の中空
部１７ｖ及び繊維１７１を有する不織基材であってよい。
【００５９】
　いくつかの実施形態において、本開示の研磨パッドの多孔質基材は、多孔質基材の周縁
部の少なくとも一部を封止する縁部シール混合物を含んでよい。縁部シール混合物は、例
えば気体、又は例えばスラリー等研磨溶液等の液体のうちの少なくとも１つの流体から、
多孔質基材の周縁部の少なくとも一部を封止し得る。図２Ｅは研磨６３の一部の概略断面
図であり、研磨パッド６３の多孔質基材１７が縁部シール混合物１８０を更に含むことを
除いて、研磨パッド６２と同一である。縁部シール混合物１８０は、多孔質基材の周縁部
の少なくとも一部を封止し得る。縁部シール混合物１８０は、研磨パッドが例えば研磨溶
液等の液体の存在下で使用されるときに、例えば液体（研磨溶液等）が多孔質基材の中に
吸収、若しくはウィッキングされるのを防ぐか、又は遅らせる。多孔質基材の周縁部の少
なくとも一部を封止することによって、多孔質基材が流体を吸収できる場合に生じる研磨
パッドの機械的特性の変化を、防ぐか又は最小限に抑える。いくつかの実施形態において
、縁部シール混合物は、多孔質基材の周縁部の少なくとも一部を封止し得る。いくつかの
実施形態において、縁部シール混合物は、多孔質基材の周縁部の少なくとも約３０％、少
なくとも約５０％、少なくとも約７０％、少なくとも約８０％、少なくとも約９０％、少
なくとも約９５％、少なくとも約９７％、少なくとも約９９％、又は更には少なくとも１
００％を封止し得る。
【００６０】
　縁部シール混合物は、当技術分野で知られているシーラント、コーキング材、接着剤の
うちの少なくとも１つであってよい。縁部シール混合物は液体に対して耐性があってよく
、例えば縁部シール混合物は、水、スラリー等の研磨溶液、及び溶媒のうちの少なくとも
１つに対して耐性があり得る。いくつかの実施形態において、縁部シール混合物は疎水性
である。縁部シール混合物は固体ポリマーであってよい。縁部シール混合物として、ポリ
ウレタン、エポキシ樹脂、シリコーン樹脂、アクリレート樹脂、ポリスルフィド等が挙げ
られ得るが、これらに限定されない。いくつかの実施形態において、縁部シール混合物は
、ホットメルト接着剤又は所定の位置で硬化する接着剤を含む。いくつかの実施形態にお
いて、縁部シール混合物は、ゴム等のエラストマーを含んでよい。例えばエラストマー組
成物前駆体等の縁部シール混合物前駆体を、多孔質基材の周縁部の少なくとも一部に、多
孔質基材の周縁部全体まで、かつ多孔質基材の周縁部全体を含んで適用した後に、エラス
トマーが形成されてよく、次に例えば加硫等でエラストマー組成前駆体を硬化される。縁
部シール混合物は、例えばスプレーコーティング、ブレードコーティング、及び押出成形
等の当技術分野で知られている技法によって、多孔質基材の周縁部に適用してよい。縁部
シール混合物は、多孔質基材の周縁部の外側縁部をコーティングしてよく、多孔質基材の
周縁領域における多孔質基材の細孔の中に埋め込まれてもよく、又はそれらの組み合わせ
でもよい。いくつかの実施形態において、縁部シール混合物は、最初は、例えば適切な溶
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媒中に溶解されたポリマーから形成された縁部シール混合物前駆体等の、縁部シール混合
物前駆体の形態であってよい。例えば乾燥等によって溶剤が除去された後、縁部シール混
合物が形成され得る。いくつかの実施形態において、縁部シール混合物前駆体は、硬化さ
せることができる混合物であり、縁部シール混合物は、縁部シール混合物前駆体を硬化さ
せることによって形成される。いくつかの実施形態において、硬化させることは、熱硬化
、例えばＵＶ及び光硬化のうちの少なくとも１つの化学線硬化、のうちの少なくとも１つ
を含み得る。
【００６１】
　境界面領域の厚さ、すなわちどれだけ境界領域が多孔質基材の中に貫入するかは、例え
ば研磨層の突起、細孔、及びマクロチャネルのうちの少なくとも１つの、深さ、高さ、幅
、及び長さのうちの少なくとも１つである、研磨層のトポグラフィに依存してよい。境界
面領域の厚さは特に制限されないが、いくつかの実施形態において、研磨層と多孔質基材
との間の許容できる接合強さのために、境界面領域の少なくとも一部の厚さは、少なくと
も約５μｍ、少なくとも約１０μｍ、少なくとも約２０μｍ、少なくとも約２５μｍ、少
なくとも約３０μｍ、少なくとも約４０μｍ、又は更には少なくとも約５０μｍ、及び多
孔質基材の厚さ以下、若しくは多孔質基材の厚さの２倍以下であってよい。いくつかの実
施形態において、研磨パッドの厚さを介して少なくとも１つのマクロチャネルと位置が整
合された境界面領域の、少なくとも一部の厚さは、少なくとも約５μｍ、少なくとも約１
０μｍ、少なくとも約２０μｍ、少なくとも約２５μｍ、少なくとも約３０μｍ、少なく
とも約４０μｍ、又は更には少なくとも約５０μｍ、及び多孔質基材の厚さ以下、若しく
は多孔質基材の厚さの２倍以下であってよい。境界面領域の最大厚さは、突起、細孔の最
大深さ、及びマクロチャネルの最大深さのうちの少なくとも１つの最大高さと一致し得る
。いくつかの実施形態において、境界面領域の少なくとも一部の厚さは、約１０μｍ～約
１０ｍｍ、約１０μｍ～約５ｍｍ、約１０μｍ～約３ｍｍ、約１０μｍ～約１０００μｍ
、約１０μｍ～約８００μｍ、約１０μｍ～約６００μｍ、約１０μｍ～約４００μｍ、
約２５μｍ～約１０ｍｍ、約２５μｍ～約５ｍｍ、約２５μｍ～約３ｍｍ、約２５μｍ～
約１０００μｍ、約２５μｍ～約８００μｍ、約２５μｍ～約６００μｍ、約２５μｍ～
約４００μｍ、約５０μｍ～約１０ｍｍ、約５０μｍ～約５ｍｍ、約５０μｍ～約３ｍｍ
、約５０μｍ～約１０００μｍ、約５０μｍ～約８００μｍ、約５０μｍ～約６００μｍ
、又は更には約５０μｍ～約４００μｍである。
【００６２】
　研磨層は、例えば図１及び図２Ａ～図２Ｅのマクロチャネル１９等の、少なくとも１つ
のマクロチャネル又はマクロ溝を含んでよい。少なくとも１つのマクロチャネルは、改善
された研磨溶液分布、研磨層の柔軟性をもたらすと共に、研磨パッドから削りくずを除去
するのを容易にし得る。細孔とは違い、マクロチャネル又はマクロ溝は、その中にいつま
でも流体を含有することはなく、流体はパッド使用中にマクロチャネルから流れ出ること
ができる。一般的にマクロチャネルは、正確に成形された細孔よりも、広くかつ深い。ラ
ンド領域の厚さＹは、複数の正確に成形された細孔の深さよりも大きい必要があるため、
一般的にランド領域は、突起のみを有し得る当技術分野で知られている他の研磨物品より
も、厚さが大きい。ランド領域をより厚くすることで、研磨層の厚さが増加する。より薄
い厚さＺを有し、（基部１９ａによって画定される）第２のランド領域を伴う、１つ以上
のマクロチャネルを準備することによって、研磨パッドの向上した柔軟性が実現され得る
。
【００６３】
　いくつかの実施形態において、少なくとも１つのマクロチャネルの基部の少なくとも一
部は、１つ以上の第２の細孔（図１に示さず）を含み、第２の細孔の開口部は、マクロチ
ャネル１９の基部１９ａと実質的に同一面にある。一般的に、このタイプの研磨層の構成
は、本明細書で開示された他のものほど効率的ではない。なぜなら、第２の細孔は、正確
に成形された突起の遠位端からかなり離されて形成され得るからである。その後、細孔の
中に含有された研磨流体は、正確に成形された突起の遠位端と被研磨基材等に作用する基
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材との間の界面に十分近付けることができず、その中に含有された研磨溶液はあまり効果
的ではない。いくつかの実施形態において、複数の正確に成形された細孔の開口部の合計
表面積の、少なくとも約５％、少なくとも約１０％、少なくとも約３０％、少なくとも約
５０％、少なくとも約７０％、少なくとも約８０％、少なくとも約９０％、少なくとも約
９９％、又は更には少なくとも約１００％は、少なくとも１つのマクロチャネルに含有さ
れない。
【００６４】
　少なくとも１つのマクロチャネルの幅は、約１０μｍより大きく、約５０μｍより大き
く、又は更には約１００μｍより大きくてよい。マクロチャネルの幅は、約２０ｍｍ未満
、約１０ｍｍ未満、約５ｍｍ未満、約２ｍｍ未満、約１ｍｍ未満、約５００μｍ未満、又
は更には約２００μｍ未満であってよい。少なくとも１つのマクロチャネルの深さは、約
５０μｍより大きく、約１００μより大きく、約２００μｍより大きく、約４００μｍよ
り大きく、約６００μｍより大きく、約８００μｍより大きく、約１ｍｍ大きく、又は更
には約２ｍｍより大きい。いくつかの実施形態において、少なくとも１つのマクロチャネ
ルの深さは、ランド領域の厚さ以下である。いくつかの実施形態において、少なくとも１
つのマクロチャネルの少なくとも一部の深さは、少なくとも１つのマクロチャネルの一部
に隣接するランド領域の厚さ未満である。少なくとも１つのマクロチャネルの深さは、約
１５ｍｍ未満、約１０ｍｍ未満、約８ｍｍ未満、約５ｍｍ未満、約３ｍｍ未満、又は更に
は約１ｍｍ未満であってよい。
【００６５】
　いくつかの実施形態において、少なくとも１つのマクロチャネルの少なくとも一部の深
さは、正確に成形された細孔の少なくとも一部の深さより大きくてよい。いくつかの実施
形態において、少なくとも１つのマクロチャネルの少なくとも一部の深さは、正確に成形
された細孔の深さより、少なくとも５％、少なくとも１０％、少なくとも２０％、少なく
とも３０％、少なくとも５０％、少なくとも７０％、少なくとも８０％、少なくとも９０
％、少なくとも９５％、少なくとも９９％、又は更には少なくとも１００％大きくてよい
。いくつかの実施形態において、少なくとも１つのマクロチャネルの少なくとも一部の幅
は、正確に成形された細孔の少なくとも一部の幅よりも大きくてよい。いくつかの実施形
態において、少なくとも１つのマクロチャネルの少なくとも一部の幅は、正確に成形され
た細孔の幅よりも、少なくとも５％より大きく、少なくとも１０％より大きく、少なくと
も２０％より大きく、少なくとも３０％より大きく、少なくとも５０％より大きく、少な
くとも７０％より大きく、少なくとも８０％より大きく、少なくとも９０％より大きく、
少なくとも９５％より大きく、少なくとも９９％より大きく、又は更には少なくとも１０
０％より大きくてよい。
【００６６】
　正確に成形された細孔の深さに対する、少なくとも１つのマクロチャネルの深さの比率
は、特に限定されない。いくつかの実施形態において、正確に成形された細孔の一部の深
さに対する、少なくとも１つのマクロチャネルの少なくとも一部の深さの比率は、約１．
５より大きく、約２より大きく、約３より大きく、約５より大きく、約１０より大きく、
約１５より大きく、約２０より大きく、約２５より大きくてよい。正確に成形された細孔
の少なくとも一部の深さに対する、少なくとも１つのマクロチャネルの少なくとも一部の
深さの比率は、約１０００未満、約５００未満、約２５０未満、約１００未満、又は更に
は５０未満であってよい。いくつかの実施形態において、正確に成形された細孔の一部の
深さに対する、少なくとも１つのマクロチャネルの少なくとも一部の深さの比率は、約１
．５～約１０００、約５～約１０００、約１０～約１０００、約１５～約１０００、約１
．５～５００、約５～５００、約１０～約５００、約１５～約５００、約１．５～２５０
、約５～２５０、約１０～約２５０、約１５～約２５０、約１．５～１００、約５～１０
０、約１０～約１００、約１５～約１００、約１．５～５０、約５～５０、約１０～約５
０、及び更には約１５～約５であってよい。正確に成形された細孔のこれらの比率が適用
される部分は、正確に成形された細孔の少なくとも５％、少なくとも１０％、少なくとも
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２０％、少なくとも３０％、少なくとも５０％、少なくとも７０％、少なくとも８０％、
少なくとも９０％、少なくとも９５％、少なくとも９９％、又は更には少なくとも１００
％を含んでよい。
【００６７】
　細孔の幅に対する少なくとも１つのマクロチャネルの幅の比率は、特に限定されない。
いくつかの実施形態において、正確に成形された細孔の一部の幅に対する、少なくとも１
つのマクロチャネルの一部の幅の比率（例えばパッドの横寸法に対して細孔が円形断面を
有する場合は径）は、約１．５より大きく、約２より大きく、約３より大きく、約５より
大きく、約１０より大きく、約１５より大きく、約２０より大きく、又は更には約２５よ
り大きくてよい。正確に成形された細孔の少なくとも一部の幅に対する、少なくとも１つ
のマクロチャネルの少なくとも一部の幅の比率は、約１０００未満、約５００未満、約２
５０未満、約１００未満、又は更には約５０未満であってよい。いくつかの実施形態にお
いて、正確に成形された細孔の一部の幅に対する、少なくとも１つのマクロチャネルの少
なくとも一部の幅の比率は、約１．５～約１０００、約５～１０００、約１０～約１００
０、約１５～約１０００、約１．５～５００、約５～５００、約１０～約５００、約１５
～約５００、約１．５～２５０、約５～２５０、約１０～約２５０、約１５～約２５０、
約１．５～１００、約５～１００、約１０～約１００、約１５～約１００、約１．５～５
０、約５～５０、約１０～約５０、及び更には約１５～約５であってよい。正確に成形さ
れた細孔のこれらの比率が適用される部分は、正確に成形された細孔の少なくとも５％、
少なくとも１０％、少なくとも２０％、少なくとも３０％、少なくとも５０％、少なくと
も７０％、少なくとも８０％、少なくとも９０％、少なくとも９５％、少なくとも９９％
、又は更には少なくとも１００％を含んでよい。
【００６８】
　マクロチャネルは、加工、エンボス加工、及び鋳造を含むが限定しない、当技術分野で
知られている任意の技法によって、研磨層の中に形成されてよい。（使用中における引っ
かき傷等の基材の欠陥を最小限に抑える助けとなる）研磨層の改善された表面仕上げのた
め、エンボス加工及び鋳造が好ましい。いくつかの実施形態において、マクロチャネルは
、正確に成形された細孔及び／又は突起を形成するために使用されるエンボス加工プロセ
ス中に作製される。これは、それらのネガティブすなわち突出した領域を、マクロチャネ
ル自体と共にマスターツール内に形成し、次に、エンボス加工中に研磨層内に形成するこ
とによって実現される。これは特に有利である。なぜなら、複数の正確に成形された細孔
及び複数の正確に成形された突起のうちの少なくとも一方、並びにマクロチャネルが、単
一のプロセスステップで研磨層内に作製され、コスト及び時間の節約をもたらすからであ
る。マクロチャネルは、当技術分野で知られている様々なパターンを形成するために作製
され得る。様々なパターンとして、同心リング、平行線、径方向線、グリッド配列を形成
する一連の線、らせん等が挙げられるが、これらに限定されない。パターンの組み合わせ
を用いてもよい。図３は、本開示のいくつかの実施形態による、研磨層１０の一部の上面
概略図である。研磨層１０は、作業面１２及びマクロチャネル１９を含む。マクロチャネ
ルは、ヘリンボンパターンで準備される。図３のヘリンボンパターンは、図７に示される
研磨層１０に形成されるものと類似している。図７に関して、マクロチャネル１９によっ
て形成されるヘリンボンパターンは、約２．５ｍｍ×４．５ｍｍの矩形「セル」すなわち
作業面１２を作り出す。マクロチャネルは、マクロチャネル基部１９ａ（図１）に対応す
る第２のランド領域を準備する。第２のランド領域は、ランド領域１４よりも薄い厚さＺ
を有し、作業面１２（図７及び図９参照）の個々の領域すなわち「セル」の、垂直方向に
独立して動く機能を促進する。これは、研磨中の局所的平坦化を改善し得る。
【００６９】
　研磨層の作業面は、研磨層の表面におけるナノメートルサイズのトポグラフィ的特徴部
を、更に含んでよい。本明細書で使用される「ナノメートルサイズのトポグラフィ的特徴
部」は、約１０００ｎｍ以下の長さ又は最長寸法を有する、規則的又は不規則に形成され
た範囲を指す。いくつかの実施形態において、正確に成形された突起、正確に成形された
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細孔、ランド領域、第２のランド領域、又はそれらの任意の組み合わせは、それらの表面
にナノメートルサイズのトポグラフィ的特徴部を含む。一実施形態において、複数の正確
に成形された細孔及び複数の正確に成形された突起のうちの少なくとも一方、並びにラン
ド領域は、それらの表面にナノメートルサイズのトポグラフィ的特徴部を含む。追加のト
ポグラフィは、パッド表面の親水特性を増加させると考えられ、これにより、研磨パッド
表面にわたるスラリーの分布、ウェッティング、及び保有力を改善するものと思われる。
ナノメートルサイズのトポグラフィ的特徴部は、プラズマエッチング等のプラズマ処理、
及び湿式化学エッチングを含む、当技術分野で知られている任意の方法によって形成され
得るが、それらに限定されない。プラズマ処理は、その全体が本明細書に参照として組み
入れられる、米国特許第８，６３４，１４６号（Ｄａｖｉｄらによる）及び米国仮特許出
願第６１／８５８６７０号（Ｄａｖｉｄらによる）で記載されているプロセスを含む。い
くつかの実施形態において、ナノメートルサイズの特徴部は、規則的に形成された範囲、
すなわち円形、正方形、六角形等の明確な形状を有する範囲であってよく、又はナノメー
トルサイズの特徴部は不規則な形状の範囲でもよい。範囲は、例えば六方配列又は正方配
列等の規則的配列で配置されてよく、それらはランダム配列であってもよい。いくつかの
実施形態において、研磨層の作業面上のナノメートルサイズのトポグラフィ的特徴部は、
不規則な形状の範囲のランダム配列であってよい。範囲の長さスケールすなわち範囲の最
長寸法は、約１０００ｎｍ未満、約５００ｎｍ未満、約４００ｎｍ未満、約３００ｎｍ未
満、約２５０ｎｍ未満、約２００ｎｍ未満、約１５０ｎｍ未満、又は更には約１００ｎｍ
未満であってよい。範囲の長さスケールは、約５ｎｍより大きく、約１０ｎｍより大きく
、約２０ｎｍより大きく、又は更には約４０ｎｍより大きくてよい。範囲の高さは、約２
５０ｎｍ未満、約１００ｎｍ未満、約８０ｎｍ未満、約６０ｎｍ未満、又は更には約４０
ｎｍ未満であってよい。範囲の高さは、約０．５ｎｍより大きく、約１ｎｍより大きく、
約５ｎｍより大きく、約１０ｎｍより大きく、又は更には約２０ｎｍより大きくてよい。
いくつかの実施形態において、研磨層の作業面上のナノメートルサイズの特徴部は、規則
的又は不規則な形状の溝を含み、それらの溝が範囲同士を分離する。溝の幅は、約２５０
ｎｍ未満、約２００ｎｍ未満、約１５０ｎｍ未満、約１００ｎｍ未満、約８０ｎｍ未満、
約６０ｎｍ未満、又は更には約４０ｎｍ未満であってよい。溝の幅は、約１ｎｍより大き
く、約５ｎｍより大きく、約１０ｎｍより大きく、又は更には約２０ｎｍより大きくてよ
い。溝の深さは、約２５０ｎｍ未満、約１００ｎｍ未満、約８０ｎｍ未満、約６０ｎｍ未
満、約５０ｎｍ未満、又は更には４０ｎｍ未満であってよい。溝の深さは、約０．５ｎｍ
より大きく、約１ｎｍより大きく、約５ｎｍより大きく、約１０ｎｍより大きく、又は更
には約２０ｎｍより大きくてよい。ナノメートルサイズのトポグラフィ的特徴部は、非再
生的と考えられる。すなわち、それらは、研磨プロセス、又は従来のＣＭＰ調整プロセス
におけるダイヤモンドパッドコンディショナーの使用等の従来の調整プロセスのいずれに
よっても形成又は再形成することはできないと考えられる。
【００７０】
　ナノメートルサイズのトポグラフィ的特徴部は、研磨層の表面の特性を変化させ得る。
いくつかの実施形態において、ナノメートルサイズのトポグラフィ的特徴部は、研磨層の
親水性すなわち親水特性を増加させる。ナノメートルサイズのトポグラフィ的特徴部は、
特徴部のトップ面における親水性表面、及びナノメートルサイズのトポグラフィ的特徴部
の溝の基部における疎水性表面を含んでよい。ナノメートルサイズのトポグラフィ的特徴
部を、正確に成形された突起表面、正確に成形された細孔の表面、ランド領域、及び／又
は第２のランド領域表面に含める利点の１つは、ナノメートルサイズのトポグラフィ的特
徴部が研磨プロセス中にすり減って突起表面からなくなった場合に、パッド表面すなわち
研磨層の作業面にわたって親水特性を増加させることを含む、ナノメートルサイズのトポ
グラフィ的特徴部の明白な利点が維持されることである。なぜなら、ナノメートルサイズ
のトポグラフィ的特徴部は、研磨中に磨り減って、正確に成形された細孔の表面、及び／
又はランド領域表面からなくなることがないためである。したがって、被研磨基材と接触
する正確に成形された突起表面、すなわち正確に成形された突起の遠位端が、劣った湿潤
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性を有し得るとしても、良好な表面の湿潤特質という驚くべき効果をもつ研磨層を得るこ
とができる。したがって、正確に成形された細孔の開口部及び／又はランド領域の表面積
に対する、正確に成形された突起の遠位端の合計表面積を減少させることが望ましい場合
がある。ナノメートルサイズのトポグラフィ的特徴部を、正確に成形された突起表面、正
確に成形された細孔の表面、ランド領域、及び／又は第２のランド領域に含める別の利点
は、ナノメートルサイズのトポグラフィ的特徴部の溝の幅が、ＣＭＰ研磨溶液に使用され
るスラリー粒子のサイズ程度であってよく、したがって、スラリー粒子の一部を、溝の中
に、その後研磨層の作業面内に保持することによって研磨性能を向上させ得ることである
。
【００７１】
　いくつかの実施形態において、正確に成形された細孔の開口部の表面積に対する、正確
に成形された突起の遠位端の表面積の比率は、約４未満、約３未満、約２未満、約１未満
、約０．０７未満、約０．５未満、約０．４未満、約０．３未満、約０．２５未満、約０
．２０未満、約０．１５未満、約０．１０未満、約０．０５未満、約０．０２５未満、約
０．０１未満、又は更には約０．００５未満である。いくつかの実施形態において、正確
に成形された細孔の開口部の表面積に対する、正確に成形された突起の遠位端の表面積の
比率は、約０．０００１より大きく、約０．０００５より大きく、約０．００１より大き
く、約０．００５より大きく、約０．０１より大きく、約０．０５より大きく、又は更に
は約０．１より大きくてよい。いくつかの実施形態において、正確に成形された細孔の開
口部の表面積に対する、正確に成形された突起の突起基部の表面積の比率は、正確に成形
された細孔の開口部の表面積に対する、正確に成形された突起の遠位端の表面積の比率と
して説明したものと同じである。
【００７２】
　いくつかの実施形態において、研磨パッドの合計投影面に対する、正確に成形された突
起の遠位端の表面積の比率は、約０．７未満、約０．５未満、約０．４未満、約０．３未
満、約０．２５未満、約０．２未満、約０．１５未満、約０．１未満、約０．０５未満、
約０．０３未満、約０．０１未満、約０．００５未満、又は更には約０．００１未満であ
る。いくつかの実施形態において、研磨パッドの合計投影面積に対する、正確に成形され
た突起の遠位端の表面積の比率は、約０．０００１より大きく、約０．０００５より大き
く、約０．００１より大きく、約０．００５より大きく、約０．０１より大きく、約０．
０５より大きく、又は更には０．１より大きくてよい。いくつかの実施形態において、研
磨パッドの合計投影面積に対する、正確に成形された突起の遠位端の表面積の比率は、約
０．０００１～約０．７、約０．０００１～約０．５、約０．０００１～約０．３、約０
．０００１～約０．２、約０．０００１～約０．１、約０．０００１～約０．０５、約０
．０００１～約０．０３、約０．００１～約２、約０．００１～約０．１、約０．００１
～約０．５、約０．００１～約０．２、約０．００１～約０．１、約０．００１～約０．
０５、約０．００１～約０．２、約０．００１～約０．１、約０．００１～約０．０５、
及び更には約０．００１～約０．０３であってよい。いくつかの実施形態において、研磨
パッドの合計投影面積に対する、正確に成形された突起の突起基部の表面積の比率は、研
磨パッドの合計投影面積に対する、正確に成形された突起の遠位端の表面積の比率として
説明したものと同じである。
【００７３】
　いくつかの実施形態において、ランド領域の表面積に対する、正確に成形された突起の
遠位端の表面積の比率は、約０．５未満、約０．４未満、約０．３未満、約０．２５未満
、約０．２０未満、約０．１５未満、約０．１０未満、約０．０５未満、約０．０２５未
満、又は更には約０．０１未満であって、約０．０００１より大きく、約０．００１より
大きく、又は更には０．００５より大きくてよい。いくつかの実施形態において、正確に
成形された細孔の投影表面積及びランド領域の表面積に対する、正確に成形された突起の
遠位端の表面積の比率は、約０．５未満、約０．４未満、約０．３未満、約０．２５未満
、約０．２０未満、約０．１５未満、約０．１０未満、約０．０５未満、約０．０２５未
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満、又は更には約０．０１未満であって、約０．０００１より大きく、約０．００１より
大きく、又は更には約０．００５より大きくてよい。いくつかの実施形態において、ラン
ド領域の表面積に対する、正確に成形された突起の突起基部の表面積の比率は、ランド領
域の表面積に対する、正確に成形された突起の遠位端の表面積の比率として説明したもの
と同じである。
【００７４】
　いくつかの実施形態において、ナノメートルサイズのトポグラフィ的特徴部の形成を含
み得る表面改質技法を、研磨層の作業面を化学的に変える、又は改質するために用いるこ
とができる。例えばナノメートルサイズのトポグラフィ的特徴部を含む、改質された研磨
層の作業面の一部は、第２の表面層として言及され得る。改質されない研磨層の残り部分
は、バルク層と呼ばれ得る。図１Ｂは研磨層１０’を示す。研磨層１０’は、第２の表面
層２２及び対応するバルク層２３を含むことを除き、図１Ａの研磨層とほぼ同一である。
本実施形態において、作業面は、第２の表面層２２すなわち化学的に変えられた表面の領
域と、バルク層２３すなわち化学的に変えられていない第２の表面層に隣接する作業面の
領域とを含む。図１Ｂで示されるように、正確に成形された突起１８の遠位端１８ｂは、
第２の表面層２２を含むように改質される。いくつかの実施形態において、第２の表面層
２２の少なくとも一部における化学組成物は、バルク層２３内の化学組成物とは異なる。
例えば、作業面の最も外側の表面の少なくとも一部におけるポリマーの化学組成物は改質
され、一方でこの改質された表面の下のポリマーは改質されていない。表面の改質は、様
々な極性原子、分子、及び／又はポリマーによる化学的改質を含む、当技術分野で知られ
ているポリマー表面改質を含み得る。いくつかの実施形態において、バルク層２３内の化
学組成物とは異なる、第２の表面層２２の少なくとも一部における化学組成物は、シリコ
ンを含む。第２の表面層２２の厚さ、すなわち高さは特に限定されないが、正確に成形さ
れた特徴部の高さ未満であり得る。いくつかの実施形態において、第２の表面層の厚さは
、約２５０ｎｍ未満、約１００ｎｍ未満、約８０ｎｍ未満、約６０ｎｍ未満、約４０ｎｍ
未満、約３０ｎｍ未満、約２５ｎｍ未満、又は更には約２０ｎｍ未満であってよい。第２
の表面層の厚さは、約０．５ｎｍより大きく、約１ｎｍより大きく、約２．５ｎｍより大
きく、約５ｎｍより大きく、約１０ｎｍより大きく、又は更には約１５ｎｍより大きくて
よい。いくつかの実施形態において、正確に成形された突起の高さに対する、第２の表面
層の厚さの比率は、約０．３未満、約０．２未満、約０．１未満、約０．０５未満、約０
．０３未満、又は更には約０．０１未満であってよく、約０．０００１より大きく、又は
更には約０．００１より大きくてよい。正確に成形された突起が２つ以上の高さを有する
突起を含む場合、正確に成形された最も高い突起の高さが、上記の比率を定めるために使
用される。いくつかの実施形態において、研磨層の約３０％より大きい、約４０％より大
きい、約５０％より大きい、約６０％より大きい、約７０％より大きい、約８０％より大
きい、約９０％より大きい、約９５％より大きい、又は更には約１００％より大きい表面
積が、第２の表面層を含む。
【００７５】
　いくつかの実施形態において、表面層の厚さは、例えば細孔及び突起寸法（幅、長さ、
深さ、及び高さ）等の研磨層寸法、研磨層厚さ、ランド領域厚さ、第２のランド領域厚さ
、マクロチャネル深さ及び幅に含まれる。
【００７６】
　いくつかの実施形態において、正確に成形された突起、正確に成形された細孔、ランド
領域、第２のランド領域、又はこれらの任意の組み合わせは、第２の表面層を含む。一実
施形態において、正確に成形された突起、正確に成形された細孔、及びランド領域は、第
２の表面層を含む。
【００７７】
　図１Ｃは研磨層１０’’を示す。研磨層１０’’は、研磨層１０’’の正確に成形され
た突起１８の遠位端が第２の表面層２２を含まないことを除き、図１Ｂの研磨層とほぼ同
一である。正確に成形された突起１８の遠位端１８ｂ上に第２の表面層２２を有さない、
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正確に成形された突起は、知られているマスキング技法を用いて、表面改質技法の間に遠
位端をマスキングすることによって形成されるか、又は、図１Ｂに示されるように、まず
は正確に成形された突起１８の遠位端１８ｂ上に第２の表面層２２を形成し、次に、プレ
ドレッシングプロセス（研磨のために研磨層を使用する前に実施するドレッシングプロセ
ス）によって、又は原位置ドレッシングプロセス（実際の研磨プロセス中又は実際の研磨
プロセスによって研磨層上で実施されるドレッシングプロセス）によって、第２の表面層
２２を遠位端１８ｂからのみ除去することによって生成されてもよい。
【００７８】
　いくつかの実施形態において、研磨層の作業面は基本的に、正確に成形された突起及び
ランド領域から構成され、任意選択で第２のランド領域を伴う。作業面は第２の表面層及
びバルク層を更に含み、正確に成形された突起の少なくとも一部の遠位端は第２の表面層
を含まない。いくつかの実施形態において、正確に成形された突起の遠位端のうち、少な
くとも約３０％、少なくとも約５０％、少なくとも約７０、少なくとも約９０％、少なく
とも９５％、又は更には約１００％は、第２の表面層を含まない。
【００７９】
　いくつかの実施形態において、研磨層の作業面は、正確に成形された突起、正確に成形
された細孔、及びランド領域、任意選択で第２のランド領域を含み、作業面は第２の表面
層及びバルク層を更に含み、正確に成形された突起の少なくとも一部の遠位端は第２の表
面層を含まない。いくつかの実施形態において、正確に成形された突起の遠位端のうちの
、少なくとも約３０％、少なくとも約５０％、少なくとも約７０％、少なくとも約９０％
、少なくとも約９５％、又は更には約１００％は、第２の表面層を含まない。
【００８０】
　第２の表面層は、ナノメートルサイズのトポグラフィ的特徴部を含んでよい。いくつか
の実施形態において、研磨層の作業面は基本的に、正確に成形された突起及びランド領域
から構成され、任意選択で第２のランド領域を伴う。作業面は、ナノメートルサイズのト
ポグラフィ的特徴部を更に含み、正確に成形された突起の少なくとも一部の遠位端は、ナ
ノメートルサイズのトポグラフィ的特徴部を含まない。いくつかの実施形態において、研
磨層の作業面は、正確に成形された突起、正確に成形された細孔、及びランド層、任意選
択で第２のランド層を含み、作業面はナノメートルサイズのトポグラフィ的特徴部を更に
含み、正確に成形された突起の少なくとも一部の遠位端は、ナノメートルサイズのトポグ
ラフィ的特徴部を含まない。いくつかの実施形態において、正確に成形された突起の遠位
端のうちの、少なくとも約３０％、少なくとも約５０％、少なくとも約７０％、少なくと
も約９０％、少なくとも約９５％、又は更には約１００％は、ナノメートルサイズのトポ
グラフィ的特徴部を含まない。正確に成形された突起の遠位端上に、ナノメートルサイズ
のトポグラフィ的特徴部のない正確に成形された突起は、知られているマスキング技法に
よって、表面改質技法中に遠位端をマスキングすることによって形成されてよく、又は、
まずナノメートルサイズのトポグラフィ的特徴部を正確に成形された突起の遠位端に形成
して、次に、プレドレッシングプロセス若しくは原位置ドレッシングプロセスによって、
ナノメートルサイズのトポグラフィ的特徴部を遠位端からのみ除去することによって製造
されてもよい。いくつかの実施形態において、正確に成形された突起の高さに対する、ナ
ノメートルサイズのトポグラフィ的特徴部の範囲における高さの比率は、約０．３未満、
約０．２未満、約０．１未満、約０．０５未満、約０．０３未満、又は更には約０．０１
未満であってよく、約０．０００１より大きく、又は更には約０．００１より大きくてよ
い。正確に成形された突起が２つ以上の高さを有する突起を含む場合、正確に成形された
最も高い突起の高さが、上記の比率を定めるために使用される。
【００８１】
　いくつかの実施形態において、表面改質によって、作業面の疎水性の変化をもたらす。
この変化は、接触角計測を含む様々な技法によって計測することができる。いくつかの実
施形態において、作業面の接触角は、表面改質の前の接触角と比較して、表面改質の後に
減少する。いくつかの実施形態において、第２の表面層の後退接触角、及び前進接触角の
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うちの少なくとも１つは、対応するバルク層の後退接触角、又は前進接触角未満である。
すなわち、第２の表面層の後退接触角はバルク層の後退接触角未満であり、及び／又は第
２の表面層の前進接触角は、バルク層の前進接触角未満である。他の実施形態において、
第２の表面層の後退接触角、及び前進接触角のうちの少なくとも１つは、対応するバルク
層の後退接触角又は前進接触角よりも、少なくとも約１０°小さいか、少なくとも約２０
°小さいか、少なくとも約３０°小さいか、又は更には少なくとも約４０°小さい。例え
ばいくつかの実施形態において、第２の表面層の後退接触角は、バルク層の後退接触角よ
りも、少なくとも約１０°小さいか、少なくとも約２０°小さいか、少なくとも約３０°
小さいか、又は更には少なくとも約４０°小さい。いくつかの実施形態において、作業面
の後退接触角は、約５０°未満、約４５°未満、約４０°未満、約３５°未満、約３０°
未満、約２５°未満、約２０°未満、約１５°未満、約１０°未満、又は更には約５°未
満である。いくつかの実施形態において、作業面の後退接触角は約０°である。いくつか
の実施形態において、後退接触角は、約０°～約５０°、約０°～約４５°、約０°～約
４０°、約０°～約３５°、約０°～約３０°、約０°～約２５°、約０°～約２０°、
約０°～約１５°、約０°～約１０°、又は更には約０°～約５°であってよい。いくつ
かの実施形態において、作業面の前進接触角は、約１４０°未満、約１３５°未満、約１
３０°未満、約１２５°未満、約１２０°未満、又は更には約１１５°未満である。前進
接触角及び後退接触角の計測技法は、当技術分野で知られており、このような計測は、例
えば本明細書で説明する「前進接触角及び後退接触角の試験方法」によって実施され得る
。
【００８２】
　研磨層の作業面に、ナノメートルサイズのトポグラフィ的特徴部を含めることの特に有
利な点の１つは、高い接触角を有するポリマーすなわち疎水性ポリマーが、研磨層を作製
するために使用され得ることであり、更に作業面が親水性に改質され得ることである。こ
れによって、特に研磨プロセスで使用される作業流体が水性ベースであるときに、研磨性
能を促進する。これによって、研磨層は非常に多くのポリマー、すなわち優れた頑丈さを
有し得るポリマーから作製することが可能になる。これによって研磨層、特に正確に成形
された突起の摩耗を軽減させつつ、望ましくないほど高い接触角を得、すなわちそれらは
疎水性である。したがって、長寿命のパッドと、研磨層の作業面の良好な表面湿潤性との
両方の驚くべき相乗効果を有する研磨層が得られ、それによって全体的に改善された研磨
性能を作り出す。
【００８３】
　研磨パッドは、コア上に巻かれたフィルムの形態であってよく、使用中は「ロール・ツ
ー・ロール」の形式で利用される。研磨パッドは、下記で更に説明するような、例えば円
形パッド等、個々のパッドとして形成されてよい。本発明のいくつかの実施形態によると
、研磨層、多孔質基材、及び境界面領域を含む研磨パッドは、サブパッドも含んでよい。
図４Ａは、上述の研磨パッド（例えば６０、６１、６２、又は６３等）のうちの任意の１
つに従う研磨パッド７０を含む、研磨パッド８０を示す。研磨パッド７０は、任意の上述
の研磨層に従う研磨層、任意の上述の多孔質基材に従う多孔質基材、及び上述のような境
界面領域を含む。研磨パッド８０は、研磨層の作業面１２及び多孔質基材の第２主面１７
ｂ、並びに第２主面１７ｂに隣接するサブパッド３０を含む。任意選択的に、付加的な発
泡体層４０は、研磨パッド７０の第２主面１７ｂとサブパッド３０との間に挟まれる。研
磨パッド８０の様々な層が、例えば感圧性接着剤（ＰＳＡ）、ホットメルト接着剤、及び
所定の位置で硬化する接着剤等を含む当技術分野で知られている任意の技法よって、共に
接着され得る。いくつかの実施形態において、研磨パッド８０は、第２主面１７ｂに隣接
する接着層（図示せず）を含む。例えばＰＳＡ転写テープ等、ＰＳＡと共に積層プロセス
を用いることは、研磨パッド８０の様々な層を接着するための１つの特定のプロセスであ
る。サブパッド３０は、当技術分野で知られている任意のものでよい。サブパッド３０は
、例えばポリカーボネート等の比較的硬質の材料の単一の層であってよく、又は例えばエ
ラストマー発泡体等、比較的圧縮性のある材料の単一の層であってもよい。サブパッド３
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０は２つ以上の層も有してよく、実質的に剛体の層（例えば硬質材料、又はポリカーボネ
ート、ポリエステル等の高モジュラス材料等）、及び実質的に圧縮性である層（例えばエ
ラストマー又はエラストマー発泡体材料等）を含んでよい。付加的な発泡体層４０は、シ
ョアＤで約２０からショアＤで約９０までの間のデュロメータ硬さを有し得る。付加的な
発泡体層４０は、約１２５μｍ～約５ｍｍ、又は更には約１２５μｍ～約１０００μｍの
厚さを有し得る。
【００８４】
　１つ以上の不透明層を有するサブパッドを含む、本開示のいくつかの実施形態において
、小さい穴をサブパッドに切り込んで、「窓」を作り出してよい。穴は、サブパッド全体
を貫通して切られても、又は１つ以上の不透明層のみを貫通して切られてもよい。サブパ
ッドの切断部分又は１つ以上の不透明層が、サブパッドから除去され、それによって光が
この領域に透過できる。穴は、研磨ツール圧盤の窓のエンドポイントと位置が整合するよ
うに予め位置付けられ、ツールのエンドポイント検出システムからの光を、研磨パッドを
通して移動させてウエハに接触させることによって、研磨ツールのウエハエンドポイント
検出システムの使用を容易にする。光ベースのエンドポイント研磨検出システムは、当技
術分野で知られており、例えばカリフォルニア州サンタクララのＡｐｐｌｉｅｄ　Ｍａｔ
ｅｒｉａｌｓ，Ｉｎｃ．から入手可能な、ＭＩＲＲＡ及びＲＥＦＬＥＸＩＯＮ　ＬＫ　Ｃ
ＭＰ研磨ツールで確認できる。本開示の研磨パッドは、このようなツール上で稼働するよ
うに作製されてよく、研磨ツールのエンドポイント検出システムと共に機能するように構
成されたエンドポイント検出窓が、パッドに含まれてよい。一実施形態において、本開示
の任意の研磨層の１つを含む研磨パッドは、サブパッドに積層され得る。サブパッドは、
ポリカーボネート等少なくとも１つの硬質層、エラストマー発泡体等の少なくとも１つの
コンプライアント層を含み、硬質層の弾性率はコンプライアント層の弾性率よりも大きい
。コンプライアント層は、不透明で、エンドポイント検出のために必要とされる光の透過
を妨げてもよい。サブパッドの硬質層は、通常例えば転写接着剤又はテープ等のＰＳＡの
使用を介して、研磨層の第２の表面に積層される。積層の前又は後に、例えば標準的なキ
スカット方法又は手による切断によって、サブパッドの不透明なコンプライアント層に穴
がダイカットされ得る。コンプライアント層の切断領域を除去して、研磨パッドに「窓」
を作り出す。接着剤の残りが穴の開口部に存在する場合、例えば適切な溶媒及び／又は布
等で拭うことによって、除去され得る。研磨パッドの「窓」は、研磨パッドが研磨ツール
圧盤に取り付けられるとき、研磨パッドの窓の位置が研磨ツール圧盤のエンドポイント検
出窓と整合するように構成される。穴の寸法は、例えば幅５ｃｍ以内、長さ２０ｃｍ以内
であってよい。穴の寸法は一般的に、圧盤のエンドポインド検出窓の寸法と同じであるか
、又は類似する。
【００８５】
　研磨パッドの厚さは、特に限定されない。研磨パッドの厚さは所望の厚さと一致して、
適切な研磨ツールでの研磨を可能にし得る。研磨パッドの厚さは、約２５μｍより大きく
、約５０μｍより大きく、約１００μｍより大きく、又は更には２５０μｍより大きくて
よく、約２０ｍｍ未満、約１０ｍｍ未満、約５ｍｍ未満、又は更には約２．５ｍｍ未満で
あってよい。研磨パッドの形状は、特に限定されない。パッドは、パッド形状が、使用中
にパッドが装着される対応する研磨ツールの圧盤の形状と同一となるように作製され得る
。円形、正方形、六角形等のパッド形状が用いられ得る。パッドの最大寸法、例えば円形
パッドの径は、特に限定されない。パッドの最大寸法は、約１０ｃｍより大きく、約２０
ｃｍより大きく、約３０ｃｍより大きく、約４０ｃｍより大きく、約５０ｃｍより大きく
、約６０ｃｍより大きくてよく、約２．０ｍ未満、約１．５ｍ未満、又は更には約１．０
ｍ未満であってよい。上述のように、研磨層、サブパッド、付加的な発泡体層、及びそれ
らの任意の組み合わせのうちの任意の１つを含むパッドは、窓すなわち光が通過できる領
域を含んでよく、例えばウエハエンドポイント検出等の研磨プロセスで用いられる、標準
的なエンドポイント検出技法を可能にする。
【００８６】
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　いくつかの実施形態において、研磨層はポリマーを含む。研磨層１０は、任意の知られ
ているポリマーから作製されてよく、ポリマーとして、熱可塑性物質、例えばブロックコ
ポリマーを基準とした熱可塑性エラストマー（ＴＰＥ）等の熱可塑性エラストマー、例え
ばエラストマー等の熱硬化性物質、及びそれらの組み合わせが挙げられる。研磨層１０を
作製するためにエンボス加工プロセスが用いられる場合、一般的に熱可塑性物質及びＴＰ
Ｅが研磨層１０として利用される。熱可塑性物質及びＴＰＥとして、ポリウレタン、ポリ
エチレン及びポリプロピレン等のポリアルキレン、ポリブタジエン、ポリイソプレン、ポ
リエチレンオキシド等のポリアルキレンオキシド、ポリエステル、ポリアミド、ポリカー
ボネート、ポリスチレン、任意の前出のポリマーのブロックコポリマー等が挙げられ、こ
れらの組み合わせを含むが、限定されない。また、ポリマーブレンドを使用してもよい。
特に有用なポリマーの１つは熱可塑性ポリウレタンであり、オハイオ州ウィックリフのＬ
ｕｂｒｉｚｏｌ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ社から、商品名ＥＳＴＡＮＥ５８４１４で入手
可能である。いくつかの実施形態において、研磨層の組成は、重量で少なくとも約３０％
、少なくとも約５０％、少なくとも約７０％、少なくとも約９０％、少なくとも約９５％
、少なくとも約９９％、又は更に少なくとも約１００％のポリマーであってよい。
【００８７】
　いくつかの実施形態において、研磨層は熱可塑性物質及び熱可塑性エラストマーのうち
の少なくとも１つを含む。いくつかの実施形態において、研磨層は熱可塑性ポリマー及び
熱可塑性エラストマーを含む。いくつかの実施形態において、研磨層は熱硬化性ポリマー
ではない。いくつかの実施形態において、研磨層は熱可塑性物質及び熱可塑性エラストマ
ーのうちの少なくとも１つの、少なくとも約３０％、少なくとも約４０％、少なくとも約
５０％、少なくとも約６０％、少なくとも約７０％、少なくとも約８０％、少なくとも約
８５％、少なくとも約９０％、少なくとも約９５％、少なくとも約９７％、少なくとも約
９９％、又は更には少なくとも約１００％の重量を含む。
【００８８】
　いくつかの実施形態において、研磨層は単体のシートであってよい。単体のシートは、
材料の単一の層（すなわち例えば積層等の多層構造ではない）のみを含み、材料の単一の
層は単一の組成を有する。組成は複数の構成要素、例えばポリマーブレンド又はポリマー
無機複合体等を含んでよい。研磨層を形成するために必要なプロセスステップの数を最小
限に抑えるので、単体シートを研磨層として使用することは、コスト利益をもたらす。単
体シートを含む研磨層は、限定しないが、鋳造及びエンボス加工を含む、当技術分野で知
られている技法から作製され得る。正確に成形された突起、正確に成形された穴、及び任
意にマクロチャネルを有する研磨層を単一のステップで形成することができるため、単体
シートが好ましい。
【００８９】
　研磨層１０の硬度及び柔軟性は主として、それを作製するために使用したポリマーによ
って制御される。研磨層１０の硬度は、特に限定されない。研磨層１０の硬度は、ショア
Ｄで約２０より大きく、ショアＤで約３０より大きく、又は更にはショアＤで約４０より
大きくてよい。研磨層１０の硬度は、ショアＤで約９０未満、ショアＤで約８０未満、又
は更にはショアＤで約７０未満であってよい。研磨層１０の硬度は、ショアＡで約２０よ
り大きく、ショアＡで約３０より大きく、又は更にはショアＡで約４０より大きくてよい
。研磨層１０の硬度は、ショアＡで約９５未満、ショアＡで約８０未満、又は更にはショ
アＡで約７０未満であってよい。研磨層は柔軟であってよい。いくつかの実施形態におい
て、研磨層はそれ自体の上に曲げることが可能であり、湾曲領域において、約１０ｃｍ未
満、約５ｃｍ未満、約３ｃｍ未満、又は更には約１ｃｍ未満、及び約０．１ｍｍより大き
い、約０．５ｍｍより大きい、又は更には約１ｍｍより大きい曲率半径を生成する。いく
つかの実施形態において、研磨層はそれ自体の上に曲げることが可能であり、湾曲領域に
おいて、約１０ｃｍ～約０．１ｍｍ、約５ｃｍ～約０．５ｍｍ、又は更には約３ｃｍ～約
１ｍｍの曲率半径を生成する。
【００９０】
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　研磨層１０の耐用寿命を改善するために、高い頑丈さを有するポリマー材料を利用する
ことが望ましい。これは、正確に成形された突起は、高さは小さいものの、長い使用寿命
を有するようにかなり長い時間使用される必要があるという事実から、特に重要である。
使用寿命は、研磨層が使用される特定のプロセスによって決定され得る。いくつかの実施
形態において、使用寿命期間は、少なくとも約３０分、少なくとも６０分、少なくとも１
００分、少なくとも２００分、少なくとも５００分、又は更には少なくとも１０００分で
ある。使用寿命は、１００００分未満、５０００分未満、又は更には２０００分未満であ
ってよい。耐用寿命期間は、最終使用プロセス及び／又は被研磨基材に関する最終的なパ
ラメータを計測することによって決定され得る。例えば、使用寿命は、（上記で定めた）
特定の時間期間にわたって被研磨基材の平均除去量、若しくは除去量密度（除去量の標準
偏差による計測値）を得ることによって、又は特定の時間期間にわたって基材上に均一の
表面仕上げを生成することによって決定され得る。いくつかの実施形態において、研磨層
は、被研磨基材の除去量の標準偏差をもたらすことができる。標準偏差は、少なくとも約
３０分、少なくとも約６０分、少なくとも約１００分、少なくとも約２００分、又は更に
は少なくとも約５００分の時間期間にわたって、約０．１％～２０％、約０．１％～約１
５％、約０．１％～約１０％、約０．１％～約５％、又は更には約０．１％～約３％であ
る。時間期間は１００００分未満であってよい。これを達成するために、例えばＡＳＴＭ
　Ｄ６３８で略述されるような典型的な張力試験を介して計測された、圧力対引張力の曲
線よりも下に広い積分面積を有することで実証される、破損までの高い仕事量（Ｅｎｅｒ
ｇｙ　ｔｏ　Ｂｒｅａｋ　Ｓｔｒｅｓｓとしても知られる）を有するポリマー材料を使用
することが望ましい。破損までの高い仕事量は、より低い摩耗量の材料と相関し得る。い
くつかの実施形態において、破損までの仕事量は、約３ジュールより大きく、約５ジュー
ルより大きく、約１０ジュールより大きく、約１５ジュールより大きく、約２０ジュール
より大きく、約２５ジュールより大きく、又は更には約３０ジュールより大きい。破損ま
での仕事量は、約１００ジュール未満、又は更には約８０ジュール未満であってよい。
【００９１】
　研磨層１０を作製するために使用するポリマー材料は、実質的に純粋な形態で使用され
得る。研磨層１０を作製するために使用されるポリマー材料は、当技術分野で知られてい
る充填材を含んでよい。いくつかの実施形態において、研磨層１０は、いかなる無機研磨
材料（例えば無機研磨粒子等）も実質的に含まず、すなわち研磨剤粒子を含まない。実質
的に含まないということは、研磨層１０は無機研磨剤粒子の、約１０％未満の体積、約５
％未満の体積、約３％未満の体積、約１％未満の体積、又は更には約０．５％未満の体積
を含むことを意味する。いくつかの実施形態において、研磨層１０は、実質的に無機研磨
剤粒子を含有しない。研磨材料は、被研磨基材のモース硬度よりも大きいモース硬度を有
する材料と定義され得る。研磨材料は、約５．０より大きき、約５．５より大きい、約６
．０より大きい、約６．５より大きい、約７．０より大きい、約７．５より大きい、約８
．０より大きい、又は更には約９．０より大きいモース硬度を有するものと定義され得る
。最大モース硬度は、一般的に１０とされる。研磨層１０は、当技術分野で知られている
任意の技法で作製されてよい。微細複製技法は、その全体が参照により本明細書に組み入
れられる、米国特許第６，２８５，００１号、同第６，３７２，３２３号、同第５，１５
２，９１７号、同第５，４３５，８１６号、同第６，８５２，７６６号、同第７，０９１
，２５５号及び米国特許出願公開第２０１０／０１８８７５１号に開示されている。
【００９２】
　いくつかの実施形態において、研磨層１０は以下のプロセスによって形成される。まず
、ポリカーボネートのシートが、米国特許第６，２８５，００１号に記載された手順に従
ってレーザーアブレイトされ、ポジティブマスターツール、すなわち研磨層１０に必要な
表面トポグラフィとほぼ同じ表面トポグラフィを有するツールを形成する。次に、ポリカ
ーボネートのマスターは、ネガティブマスターツールを形成する従来の技法を用いて、ニ
ッケルめっきされる。次に、ニッケルのネガティブマスターツールは、例えば米国特許出
願公開第２０１０／０１８８７５１号に記載されたプロセスである、エンボス加工プロセ
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スに使用され、研磨層１０を形成する。エンボス加工プロセスは、ニッケルのネガティブ
の表面上に溶融した熱可塑性物質又はＴＰＥの押し出し成形を含んでよく、適切な圧力を
伴って、溶融したポリマーがニッケルネガティブのトポグラフィ的特徴部に押し込まれる
。溶融したポリマーを冷却したら、固体ポリマーフィルムはニッケルのネガティブから除
去されてよく、それにより、所望のトポグラフィ的特徴部、すなわち正確に成形された細
孔１６及び／又は正確に成形された突起１８（図１Ａ）を有する作業面１２を伴う、研磨
層１０を形成する。ネガティブが、マクロチャネルの所望のパターンに対応する適切なネ
ガティブトポグラフィを含む場合、マクロチャネルは、エンボス加工プロセスを介して研
磨層１０に形成され得る。
【００９３】
　いくつかの実施形態において、研磨層１０の作業面１２は、微細複製プロセス中に形成
されたトポグラフィの上部に、ナノメートルサイズのトポグラフィ的特徴部を更に含んで
よい。これら追加の特徴部を形成するプロセスは、参照として事前に組み入れられている
、米国特許第８，６３４，１４６号（Ｄａｖｉｄらによる）、及び米国仮特許出願第６１
／８５８６７０号（Ｄａｖｉｄらによる）で開示されている。
【００９４】
　多孔質基材は特に限定されず、複数の穴若しくは複数の貫通穴のうちの少なくとも一方
を有するフィルム基材と、織基材若しくは不織基材と、連続気泡発泡体とのうちの少なく
とも１つを含んでよい。いくつかの実施形態において、多孔質基材は連続気泡発泡体を含
まない。多孔質基材はポリマーを含み得る。例えば研磨層１０等の研磨層として上述した
ポリマーが、多孔質基材を形成するために使用され得る。多孔質基材は、無機繊維等の無
機材料を含んでよく、無機材料として、酸化ケイ素（ガラス）及び酸化アルミニウム等の
金属酸化物、炭化ケイ素、炭素等が挙げられるが、それらに限定されない。多孔質基材は
セラミック繊維であってよい。
【００９５】
　多孔質基材の厚さは、特には限定されない。いくつかの実施形態において、多孔質基材
の厚さは、約１０μｍ～約１０００μｍ、約１０μｍ～約５００μｍ、約１０μｍ～約４
００μｍ、約１０μｍ～約３００μｍ、約１０μｍ～約２００μｍ、約２５μｍ～約１０
００μｍ、約２５μｍ～約５００μｍ、約２５μｍ～約４００μｍ、約２５μｍ～約３０
０μｍ、約２５μｍ～約２００μｍ、約５０μｍ～約１０００μｍ、約５０μｍ～約５０
０μｍ、約５０μｍ～約４００μｍ、約５０μｍ～約３００μｍ、約５０μｍ～約２００
μｍ、約６５μｍ～約１０００μｍ、約６５μｍ～約５００μｍ、約６５μｍ～約４００
μｍ、約６５μｍ～約３００μｍ、約６５μｍ～約２００μｍ、約７５μｍ～約１０００
μｍ、約７５μｍ～約５００μｍ、約７５μｍ～約４００μｍ、約７５μｍ～約３００μ
ｍ、又は更には約７５μｍ～約２００μｍであってもよい。
【００９６】
　中空部を含む多孔質基材の割合、すなわち多孔質基材の中空部容積の割合は、特に限定
されない。多孔質基材の中空部の容積の割合は、約０．０１～０．９９であってよい。多
孔質基材の中空部の容積は、正確に成形された突起、正確に成形された細孔、及び／又は
マクロチャネルが、例えばエンボス加工プロセスを介して形成される際に研磨層から移動
されるポリマーの体積の多くの部分を含有するのに十分に大きくするべきである。いくつ
かの実施形態において、多孔質基材の中空部の容積は、移動されるポリマーの体積の、少
なくとも７０％、少なくとも８０％、少なくとも９０％、少なくとも９５％、又は更には
少なくとも約１００％であってよい。移動されるポリマーの体積は、例えばマクロチャネ
ルの下の領域等の局所であってよく、そのため、多孔質基材の中空部の容積は、多孔質基
材のポリマーの移動される体積の合計よりも、大幅に大きくてよい。いくつかの実施形態
において、多孔質基材の中空部の容積は、移動されるポリマーの体積の少なくとも１００
％、少なくとも１２５％、少なくとも１５０％、少なくとも２００％、少なくとも３００
％、少なくとも４００％、又は更には少なくとも５００％であってよい。いくつかの実施
形態において、多孔質基材の中空部の容積は、移動されるポリマーの体積の５０００％未
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満、２０００％未満、１５００％未満、又は更には１０００％未満であってよい。いくつ
かの実施形態において、多孔質基材の複数の中空部の容積は、研磨層のポリマーの、多孔
質基材の複数の中空部の少なくとも一部に埋め込まれている部分の体積の、少なくとも１
００％、少なくとも１２５％、少なくとも１５０％、少なくとも２００％、少なくとも３
００％、少なくとも４００％、又は更には少なくとも５００％であってよく、任意選択的
に、いくつかの実施形態においては、多孔質基材の複数の中空部の容積は、研磨層のポリ
マーの、多孔質基材の複数の中空部の少なくとも一部に埋め込まれている部分の体積の、
５０００％未満、２０００％未満、１５００％未満、１０００％未満、８００％未満、６
００％未満、５００％未満、４００％未満、３００％未満、２００％未満であってよい。
【００９７】
　多孔質基材は、織基材又は不織基材であってよい。当技術分野で知られている織基材及
び不織基材が使用され得る。織基材又は不織基材は、ポリマー繊維等のポリマー、及び／
又は無機繊維等の無機材料を含み得る。いくつかの実施形態において、織基材又は不織基
材のうちの少なくとも１つは、織材紙又は不織材紙、フェルト、マット及び生地すなわち
布地のうちの少なくとも１つであってもよい。いくつかの実施形態において、多孔質基材
は織基材を含み、不織基材を含まない。いくつかの実施形態において、多孔質基材は不織
基材を含み、織基材を含まない。多孔質基材の織基材及び不織基材は、有機物、無機物、
又はこれらの組み合わせであってよい。多孔質基材の織基材及び不織基材は、ポリマー紙
等のポリマー織基材及びポリマー不織基材、フェルト、マット、並びに／又は生地（布地
）のうちの少なくとも１つを含んでよい。多孔質保護層の織基材及び不織基材は、無機紙
等の機織基材及び無機不織基材、フェルト、マット、並びに／又は生地（布地）のうちの
少なくとも１つを含んでよい。少なくとも１つの織基材及び不織基材は、ポリマー材料及
び無機材料のうちの少なくとも１つを含んでよい。織基材及び不織基材は、例えば複数の
繊維等の繊維を含んでよい。織基材及び不織基材は、ポリマー繊維及び無機繊維のうちの
少なくとも１つから作製され得る。いくつかの実施形態において、織基材及び不織基材は
、ポリマー繊維及び無機繊維のうちの少なくとも１つを含んでよい。いくつかの実施形態
において、織基材及び不織基材は、ポリマー繊維を含み、かつ無機繊維を除外してよい。
いくつかの実施形態において、織基材及び不織基材は、無機繊維を含み、かつポリマー繊
維を除外してよい。いくつかの実施形態において、織基材及び不織基材は、無機繊維及び
ポリマー繊維の両方を含んでよい。
【００９８】
　いくつかの実施形態において、繊維を含む少なくとも１つの織基材及び不織基材の繊維
は、長さ対幅のアスペクト比、及び長さ対厚さのアスペクト比の両方が約１０より大きく
てよく、幅対厚さのアスペクト比が約５未満であってよい。円形の形状である断面積を有
する繊維の場合、幅及び厚さは同一であり、円形断面の直径に等しくなる。繊維の長さ対
幅及び長さ対厚さのアスペクト比に関する特定の上限はない。繊維の長さ対厚さ及び長さ
対幅のアスペクト比の両方は、約１０～約１００００００、１０～約１０００００、約１
０～約１０００、約１０～約５００、１０～約２５０、１０～約１００、約１０～約５０
、約２０～約１００００００、２０～約１０００００、２０～約１０００、２０～約５０
０、２０～約２５０、２０～約１００、又は更には約２０～約５０であってもよい。繊維
の幅及び厚さは、それぞれ、約０．００１～約１００μｍ、約０．００１μｍ～約５０μ
ｍ、約０．００１～約２５μｍ、約０．００１μｍ～約１０μｍ、約０．００１μｍ～約
１μｍ、約０．０１～約１００μｍ、約０．０１μｍ～約５０μｍ、約０．０１～約２５
μｍ、約０．０１μｍ～約１０μｍ、約０．０１μｍ～約１μｍ、約０．０５～約１００
μｍ、約０．０５μｍ～約５０μｍ、約０．０５～約２５μｍ、約０．０５μｍ～約１０
μｍ、約０．０５μｍ～約１μｍ、約０．１～約１００μｍ、約０．１μｍ～約５０μｍ
、約０．１～約２５μｍ、約０．１μｍ～約１０μｍ、又は更には約０．１μｍ～約１μ
ｍであってもよい。いくつかの実施形態において、繊維の厚さと幅とは、同一であっても
よい。
【００９９】
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　繊維は、従来の技法を用いて、織基材及び不織基材のうちの少なくとも１つに作製され
得る。不織基材は、メルトブローン繊維プロセス、スパンボンドプロセス、カーディング
プロセス等によって作製され得る。いくつかの実施形態において、繊維の長さ対厚さのア
スペクト比、及び長さ対幅のアスペクト比は、１００００００より大きく、約１００００
０００より大きく、約１００００００００より大きく、又は更には１０００００００００
より大きくてよい。いくつかの実施形態において、繊維の長さ対厚さのアスペクト比、及
び長さ対幅のアスペクト比は、約１０～約１０００００００００、約１０～約１００００
００００、約１０～約１０００００００、約２０～約１０００００００００、約２０～約
１００００００００、約２０～約１０００００００、約５０～約１０００００００００、
約５０～約１００００００００、又は更には約５０～約１０００００００であってもよい
。
【０１００】
　織基材及び不織基材のうちの少なくとも１つは、従来の織材紙及び不織材紙、フェルト
、マット、及び当技術分野で知られている生地（布地）を含んでよい。織基材及び不織基
材のうちの少なくとも１つは、ポリマー繊維及び無機繊維のうちの少なくとも１つを含ん
でよい。織基材及び不織基材のうちの少なくとも１つを形成するために使用されるタイプ
の数、すなわちポリマー繊維のタイプ及び／又は無機繊維のタイプの数は、特に限定され
ない。ポリマー繊維は、１つのポリマー組成物又は１つのポリマータイプ等、少なくとも
１つのポリマーを含んでよい。ポリマー繊維は、少なくとも２つのポリマー、すなわち２
つのポリマー組成物又は２つのポリマータイプを含んでよい。例えば、ポリマー繊維は、
ポリエチレンから成る一方のセットの繊維、及びポリプロピレンから成る他方のセットの
繊維を含んでよい。少なくとも２つのポリマーが使用される場合、第１のポリマー繊維は
、第２のポリマー繊維よりも低いガラス転移温度及び／又は融解温度を有し得る。第１の
ポリマー繊維は、織基材及び不織基材のうちの少なくとも１つのポリマー繊維を一緒に融
合させ、例えば織基材及び不織基材のうちの、少なくとも１つの機械的特性を改善するた
めに使用され得る。無機繊維は、例えば１つの無機組成物又は１つの無機物タイプ等、少
なくとも１つの無機物を含んでよい。無機繊維は、少なくとも２つの無機物、すなわち２
つの無機組成物又は２つの無機物タイプを含んでよい。織基材及び不織基材のうちの少な
くとも１つは、１つのポリマー組成物又はポリマータイプ等のポリマー繊維、及び１つの
無機組成物又は１つの無機物タイプ等の少なくとも１つの無機繊維のうちの、少なくとも
１つを含んでよい。例えば、織基材及び不織基材のうちの少なくとも１つは、ポリエチレ
ン繊維及びガラス繊維を含んでよい。
【０１０１】
　織基材及び不織基材のうちの少なくとも１つのポリマー繊維は、特に限定されない。い
くつかの実施形態において、織基材及び不織基材のうちの少なくとも１つのポリマー繊維
は、熱可塑性物質及び熱硬化性物質のうちの少なくとも１つを含んでよい。熱可塑性物質
は、熱可塑性エラストマーを含み得る。熱硬化性物質は、Ｂステージポリマーを含み得る
。いくつかの実施形態において、織基材及び不織基材のうちの少なくとも１つのポリマー
繊維として、エポキシ樹脂、フェノール樹脂、ポリウレタン、ユリアホルムアデヒド（ur
ea－formadehyde）樹脂、メラミン樹脂、例えばポリエチレンテレフタレート等のポリエ
ステル、ポリアミド、ポリエーテル、ポリカーボネート、ポリイミド、ポリスルホン、ポ
リフェニレンオキシド、ポリアクリレート、ポリメタキレート（polymethacylates）、例
えば、ポリエチレン及びポリプロピレン等のポリオレフィン、例えばスチレン－ブタジエ
ン－スチレン等のスチレン並びにスチレン系ランダムコポリマー及びブロックコポリマー
、ポリ塩化ビニル、並びに例えばポリフッ化ビニリデン及びポリテトラフルオロエチレン
等のフッ素化ポリマー類が挙げられるが、これらに限定されない。いくつかの実施形態に
おいて、ポリマー繊維は、ポリウレタン、ポリエステル、ポリアミド、ポリエーテル、ポ
リカーボネート、ポリイミド、ポリスルホン、ポリフェニレンオキシド、ポリアクリレー
ト、ポリメタキレート、ポリオレフィン、スチレン並びにスチレン系ランダムコポリマー
及びブロックコポリマー、ポリ塩化ビニル、並びにフッ素化ポリマーのうちの少なくとも
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１つを含む。
【０１０２】
　織基材及び不織基材のうちの少なくとも１つの無機繊維は、特に限定されない。いくつ
かの実施形態において、織基材及び不織基材のうちの少なくとも１つの無機繊維は、セラ
ミックを含んでよい。セラミックとして、金属酸化物に限定せず、例えばガラス及びドー
プガラス等の酸化ケイ素、及び酸化アルミニウムを挙げることができる。いくつかの実施
形態において、織基材及び不織基材のうちの少なくとも１つの無機繊維として、シリコン
酸化膜及び酸化アルミニウム等のセラミック、ボロン、シリコン、水和ケイ酸マグネシウ
ム等のケイ酸マグネシウム、ケイ酸カルシウム等のケイ灰石、及び岩綿のうちの少なくと
も１つを含むが、これらに限定されない。
【０１０３】
　多孔質基材は、複数の穴又は複数の貫通穴のうちの少なくとも１つを有するフィルム基
材であってよい。穴及び貫通穴の幅又は長さは、特に限定されない。穴及び貫通穴の深さ
Ｄｈ（図２Ａ及び図２Ｂ参照）は、多孔質基材１７等の多孔質基材の厚さによる限定以外
は、特に限定されない。多孔質基材の第１主面の水平面で見たときの穴及び貫通穴の形状
は特に限定されない。穴及び貫通穴の形状として、円形、楕円形、正方形、矩形、三角形
等が挙げられるが、これらに限定されない。異なる形状の混合を使用してもよい。穴及び
貫通穴はランダムに配置してよく、又はパターンの形態であってもよい。穴及び貫通穴の
パターンとして、方形配列、矩形配列、及び六方配列が挙げられるが、これらに限定され
ない。
【０１０４】
　多孔質基材のフィルム基材は特に限定されず、従来のライナー及び剥離ライナー、例え
ば、低表面エネルギーコーティングを有しても有しなくてもよいポリマーフィルムを含ん
でよい。フィルム基材のポリマーは、熱可塑性ポリマー及び熱硬化性ポリマーのうち少な
くとも１つであってもよい。熱可塑性ポリマーとして、ポリエチレン及びポリプロピレン
等のポリアルキレン、ポリウレタン、ポリアミド、ポリカーボネート、ポリスルホン、ポ
リストレン（polystrene）、ポリエチレンテレフタレート及びポリエチレンテレフタレー
ト等のポリエステル、ポリブタジエン、ポリイソプレン、ポリエチレンオキシド等のポリ
アルキレンオキシド、エチレンビニルアセテート、セルロースアセテート、エチルセルロ
ース、及び上述の任意のポリマーのブロックコポリマーが挙げられるが、これらに限定さ
れない。熱硬化性ポリマーとしては、ポリイミド、ポリウレタン、ポリエステル、エポキ
シ樹脂、フェノールホルムアルデヒド樹脂、尿素ホルムアルデヒド樹脂、及びゴムが挙げ
られるが、これらに限定されない。いくつかの実施形態において、フィルム基材は誘電性
ポリマーフィルム基材である。フィルム基材のポリマーはポリマーブレンドであってよい
。
【０１０５】
　複数の穴及び／又は貫通穴の数及び面密度は、特に限定されない。いくつかの実施形態
において、複数の穴及び／又は貫通穴の表面積の比率、すなわちフィルム基材（第１主面
又は第２主面）の合計表面積に対する、フィルム基材の表面（第１主面又は第２主面）上
に各穴が投影された表面の合計の比率は、約０．０１～約０．９０、約０．０１～約０．
８０、約０．０１～約０．７０、約０．０５～約０．９０、約０．０５～約０．８０、約
０．０５～約０．７０、約０．１～約０．９０、約０．１～約０．８０、約０．１～約０
．７０、約０．２～約０．９０、約，０．２～約０．８０、約０．２～約０．７０、約０
．３～約０．９０、約０．３～約０．８０、又は更には約０．３～約０．７０である。い
くつかの実施形態において、複数の穴及び／又は複数の貫通穴の個々の穴及び／又は貫通
穴の幅及び／又は長さは、それぞれ約５μｍ～約５ｍｍ、約５μｍ～約２．５ｍｍ、約５
μｍ～約１ｍｍ、約５μｍ～約５００μｍ、約２５μｍ～約５ｍｍ、約２５μｍ～約２．
５ｍｍ、約２５μｍ～約１ｍｍ、約２５μｍ～約５００μｍ、約５０μｍ～約５ｍｍ、約
５０μｍ～約２．５ｍｍ、約５０μｍ～約１ｍｍ、約５０μｍ～約５００μｍ、約１００
μｍ～約５ｍｍ、約１００μｍ～約２．５ｍｍ、約１００μｍ～約１ｍｍ、又は更には約
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５μｍ～約１００μｍである。いくつかの実施形態において、複数の穴及び／又は貫通穴
はパターンの形態であってよい。
【０１０６】
　多孔質基材は連続気泡発泡体を含んでよい。当技術分野で知られている連続気泡発泡体
が使用され得る。
【０１０７】
　研磨システムに関する本開示の別の実施形態において、研磨システムは、上述の研磨パ
ッド及び研磨溶液のうちの任意の１つを含む。研磨パッドは、上記で開示された任意の研
磨層１０及び多孔質基材１７、並びに境界面領域を含んでよい。使用される研磨溶液は特
に限定されず、当技術分野で知られている任意のものでよい。研磨溶液は水性又は非水性
であってよい。水性研磨溶液は、重量で水の少なくとも５０％の液相（研磨溶液がスラリ
ーである場合、粒子を含まない）を有する研磨溶液と定義される。非水性溶液は、重量で
水の５０％未満の液相を有する研磨溶液と定義される。いくつかの実施形態において、研
磨溶液はスラリー、すなわち有機物若しくは無機物の研磨剤粒子、又はそれらの組み合わ
せを含有する液体である。研磨溶液内の有機物若しくは無機物の研磨剤粒子、又はそれら
の組み合わせの濃度は、特に限定されない。研磨溶液内の有機物若しくは無機物の研磨剤
粒子、又はそれらの組み合わせの濃度は、重量で約０．５％より大きく、約１％より大き
く、約２％より大きく、約３％より大きく、約４％より大きく、又は更には約５％より大
きくてよく、重量で約３０％未満、約２０％未満、約１５％未満、又は更には約１０％未
満であってよい。いくつかの実施形態において、研磨溶液は有機物又は無機物の研磨剤粒
子を実質的に含まない。「有機物又は無機物の研磨剤粒子を実質的に含まない」とは、研
磨溶液が、有機物又は無機物の研磨剤粒子の重量の、約０．５％未満、約０．２５％未満
、約０．１％未満、又は更には約０．０５％未満を含有することを意味する。一実施形態
において、研磨溶液は、有機物又は無機物の研磨剤粒子を含有しなくてもよい。研磨シス
テムは、浅溝分離型ＣＭＰを含むがそれに限定されない、酸化ケイ素ＣＭＰに使用される
スラリー等の研磨溶液と、タングステンＣＭＰ、銅ＣＭＰ、及びアルミニウムＣＭＰを含
むがそれらに限定されない、金属ＣＭＰに使用されるスラリー等の研磨溶液と、タンタル
及び窒化タンタルＣＭＰを含むがそれらに限定されない、バリアＣＭＰに使用されるスラ
リー等の研磨溶液と、サファイアのような硬い基材を研磨するために使用されるスラリー
等の研磨溶液とを含む。研磨システムは、被研磨基材を更に含んでよい。
【０１０８】
　いくつかの実施形態において、本開示の研磨パッドは、少なくとも２つの研磨パッド、
すなわち研磨パッドの多層配置を含んでよい。研磨パッドの多層配置を有する研磨パッド
の研磨パッドは、本開示の実施形態の任意の研磨パッドを含んでよい。図４Ｂは、例えば
研磨パッド７０及び７０’等の研磨パッドの多層配置を有する研磨パッド８０’を示す。
研磨パッド８０’は、研磨層６０、６１、６２、又は６３等の研磨層の作業面１２と、多
孔質基材１７等の多孔質基材の第２主面１７ｂとを有する研磨パッド７０、及び、作業面
１２’と第２主面１７ｂ’とを有し、研磨パッド７０とサブパッド３０との間に配設され
る第２の研磨パッド７０’を含む。２つの研磨層は取り外し可能に互いと連結されてよく
、それによって、例えば研磨パッド７０がその耐用寿命の終わりに達したとき、又は損傷
を受けて使用できないときに、研磨パッド７０を研磨パッドから取り外して、第２の研磨
パッド７０’の作業面１２’を露出させることができる。そして、研磨では、第２の研磨
層の新たな作業面を使用し続けることができる。研磨層の多層配置を有する研磨パッドの
１つの利点は、パッドの交換に関連する休止時間及びコストが大幅に低減することである
。任意の付加的な発泡体層４０を、研磨パッド７０と７０’との間に配設してもよい。任
意の付加的な発泡体層４０’を、研磨パッド７０’とサブパッド３０との間に配設しても
よい。研磨層の多層配置を有する研磨パッドの、任意の付加的な発泡体層は、同じ発泡体
であっても、又は異なる発泡体であってもよい。１つ以上の任意の付加的な発泡体層は、
任意の発泡体層４０について前述したように、同じデュロメータ及び厚さ範囲を有してよ
い。
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【０１０９】
　接着層（図示せず）は、研磨パッド７０の第２主面１７ｂを第２の研磨パッド７０’の
作業面１２’に連結するために使用され得る。接着層は、例えば転写テープ接着剤等の単
一の接着層、又は例えばバッキングを含み得る両面テープ等の多層の接着層を含んでよい
。多層の接着層を使用する場合、接着層の接着剤は同じものであっても、又は異なるもの
であってもよい。研磨パッド７０を第２の研磨パッド７０’に取り外し可能に連結させる
ために接着層が使用されるとき、接着層は研磨パッド７０’の作業面からきれいに取り外
されてよく（接着層が研磨パッド７０の第２主面１７ｂと共に残る）、研磨パッド７０の
第２主面１７ｂからきれいに取り外されてよく（接着層が研磨パッド７０’の作業面１２
’と共に残る）、又は接着層の一部が、研磨パッド７０の第２主面１７ｂ、及び第２の研
磨パッド７０’の作業面１２’に残ってもよい。接着層は、適切な溶媒中で可溶又は分散
可能であってよく、そのため溶媒は第２の研磨層１０’の作業面１２’に残り得る接着層
の全ての残余接着剤を除去する補助をするために使用されてよく、又は、接着層が作業面
１２’に残った場合に、接着層の接着剤を溶解又は分散させて、第２の研磨パッド７０’
の第１の表面１２’を露出させるために使用されてよい。
【０１１０】
　接着層の接着剤は、感圧接着剤（ＰＳＡ）であってよい。感圧性接着層が少なくとも２
つの接着層を含む場合、各接着層の粘着度は、接着層を、研磨パッド７０の第２主面１７
ｂ又は第２の研磨パッド７０’の作業面１２’のいずれかから容易にきれいに取り外せる
ように調整され得る。一般的に、接着する表面に対して低い粘着度を有する接着層は、表
面からきれいに取り外すことができる。感圧接着層が単一の接着層を含む場合、接着層の
各主面の粘着度は、接着層を、研磨パッド７０の第２主面１７ｂ又は研磨パッド７０’の
作業面１２’のいずれかから容易にきれいに取り外せるように調整され得る。一般的に、
接着する表面に対して低い粘着度を有する接着面は、その面からきれいに取り外すことが
できる。いくつかの実施形態において、第２の研磨パッド７０’の作業面１２’に対する
接着層の粘着度は、研磨パッド７０の第２主面に対する接着層の粘着度よりも低い。いく
つかの実施形態において、第２の研磨パッド７０’の作業面１２’に対する接着層の粘着
度は、研磨パッド７０の第２主面１７ｂに対する接着層の粘着度よりも大きい。
【０１１１】
　取り外し可能に連結するとは、例えば上部研磨パッド等の研磨パッドを、例えば下部研
磨パッド等の第２の研磨パッドから、第２の研磨パッドを破損させないように取り除くこ
とができることを意味する。接着層、特に感圧性接着層は、接着層固有の剥離強度及びせ
ん断強度によって、研磨パッドを第２の研磨パッドに、取り外し可能に連結させることが
できる。接着層は、低い剥離強度を有するように設計されることが望ましく、それによっ
て研磨パッドの表面は接着層から容易に剥離することができ、しかも高いせん断強度を有
することが望ましく、それによって研磨中のせん断応力下で、接着剤が表面にしっかりと
接着された状態を保つ。研磨パッドは、第１の研磨パッドを第２の研磨パッドから剥離す
ることによって、第２の研磨パッドから取り除くことができる。
【０１１２】
　研磨パッドの多層配置を有する上述の任意の研磨パッドにおいて、接着層は感圧性接着
層であってよい。接着層の感圧性接着剤として、天然ゴム、スチレンブタジエンゴム、ス
チレンイソプレン－スチレン（コ）ポリマー、スチレン－ブタジエン－スチレン（コ）ポ
リマー、（メタ）アクリル（コ）ポリマーを含むポリアクリレート、ポリイソブチレン及
びポリイソプレン等のポリオレフィン、ポリウレタン、ポリビニルエチルエーテル、ポリ
シロキサン、シリコーン、ポリウレタン、ポリ尿素、又はこれらのブレンドを挙げること
ができるが、これらに限定されない。好適な溶剤可溶性接着剤又は分散性感圧接着剤とし
て、ヘキサン、ヘプタン、ベンゼン、トルエン、ジエチルエーテル、クロロホルム、アセ
トン、メタノール、エタノール、水、又はこれらのブレンドに可溶性であるものを挙げる
ことができるが、これらに限定されない。いくつかの実施形態において、感圧性接着層は
、水溶性又は水和性のうちの少なくとも１つである。
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【０１１３】
　研磨パッドを連結する接着層を含む、研磨パッドの多層配置を有する上述の任意の研磨
パッドにおいて、接着層はバッキングを含んでよい。好適なバッキング層材料として、紙
、ポリエチレンテレフタレートフィルム、ポリプロピレンフィルム、ポリオレフィン、又
はこれらのブレンドを挙げることができるが、これらに限定されない。
【０１１４】
　研磨パッドの多層配置を有する上述の任意の研磨パッドにおいて、関連する任意の与え
られた研磨パッドの多孔質基材の作業面又は第２主面は、研磨パッドを第２の研磨パッド
から取り除くのに役立つ剥離層を含んでよい。剥離層は、研磨パッドの表面と、研磨パッ
ドを第２の研磨パッドに連結する隣接した接着層とに接触してよい。好適な剥離層材料と
して、シリコーン、ポリテトラフルオロエチレン、レシチン、又はこれらのブレンドを挙
げることができるが、これらに限定されない。
【０１１５】
　１つ以上の任意の付加的な発泡体層を有する研磨パッドの多層配置を含む、上述の任意
の研磨パッドにおいて、研磨パッドの多孔質基材の第２主面に隣接する付加的な発泡体層
の表面は、研磨パッドの多孔質基材の第２主面に恒久的に連結され得る。恒久的に連結す
るとは、研磨パッドを取り除いてその下の研磨層の作業面を露出させたときに、付加的な
発泡体層が研磨層から取り除かれるように設計されないこと、及び／又は、付加的な発泡
体層が研磨パッドに残ることを意味する。上述のような接着層は、付加的な発泡体層の表
面を、隣接して下にある研磨パッドの表面と取り外し可能に連結させるために使用され得
る。使用中、恒久的に連結された付加的な発泡体層を伴う摩耗した研磨パッドを、下にあ
る研磨パッドから取り除いて、対応する下にある研磨パッドの新たな作業面を露出させる
ことができる。いくつかの実施形態において、隣接する付加的な発泡体層の表面を、研磨
パッドの多孔質基材の隣接する第２主面に恒久的に連結するために、接着剤を使用するこ
とができ、接着剤は、研磨パッドを多層研磨パッド配置から取り除くとき、第２主面と隣
接する付加的な発泡体層の表面との間の連結を維持するための所望の剥離強度を有するよ
うに、選択され得る。いくつかの実施形態において、研磨パッドの第２主面と隣接する付
加的な発泡体層の表面との間の剥離強度は、反対側を向いた付加的な発泡体表面と、第２
の研磨パッド等隣接して下にある研磨パッドに隣接する作業面との剥離強度よりも大きい
。
【０１１６】
　研磨パッドの多層配置を有する研磨パッドに含まれる研磨パッドの数は、特に限定され
ない。いくつかの実施形態において、研磨パッドの多層配置を有する研磨パッドの研磨パ
ッドの数は、約２～約２０、約２～約１５、約２～約１０、約２～約５、約３～約２０、
約３～約１５、約３～約１０、又は更には約３～約５であってよい。
【０１１７】
　一実施形態において、本開示は、作業面及び作業面とは反対側を向いた第２の表面を有
する研磨層を含む研磨パッドを提供し、
　作業面は、ランド領域と、複数の正確に成形された細孔及び複数の正確に成形された突
起のうちの少なくとも一方とを含み、
　ランド領域の厚さは５ｍｍ未満であり、研磨層はポリマーを含み、
　研磨層は、正確に成形された突起の表面と、正確に成形された細孔の表面と、ランド領
域の表面とのうちの少なくとも１つの上の、ナノメートルサイズの複数のトポグラフィ的
特徴部を含み、
　少なくとも１つの第２の研磨層が、作業面及び作業面とは反対側を向いた第２の表面を
有し、
　作業面が、ランド領域と、複数の正確に成形された細孔及び複数の正確に成形された突
起のうちの少なくとも一方とを含み、
　ランド領域の厚さが訳５ｍｍ未満であり、研磨層がポリマーを含み、
　少なくとも１つの第２の研磨層が、正確に成形された突起の表面と、正確に成形された
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細孔の表面と、ランド領域の表面とのうちの少なくとも１つの上に、ナノメートルサイズ
の複数のトポグラフィ的特徴部を含む。
【０１１８】
　別の実施形態において、本開示は、作業面及び作業面とは反対側を向いた第２の表面を
有する研磨層を含む、研磨パッドを提供し、
　作業面は、ランド領域と、複数の正確に成形された細孔及び複数の正確に成形された突
起のうちの少なくとも一方とを含み、
　ランド領域の厚さは約５ｍｍ未満であり、研磨層はポリマーを含み、
　作業面は、第２の表面層及びバルク層を含み、第２の表面層の後退接触角と前進接触角
とのうちの少なくとも１つが、対応するバルク層の後退接触角又は前進接触角よりも少な
くとも約２０°小さく、
　少なくとも１つの第２の研磨層が、作業面及び作業面とは反対側を向いた第２の表面を
有し、
　作業面は、ランド領域と、複数の正確に成形された細孔及び複数の正確に成形された突
起のうちの少なくとも一方とを含み、
　ランド領域の厚さが約５ｍｍ未満であり、研磨層はポリマーを含み、
　少なくとも１つの第２の研磨層の作業面は、第２の表面層及びバルク層を含み、第２の
表面層の後退接触角と前進接触角とのうちの少なくとも１つは、対応するバルク層の後退
接触角又は前進接触角よりも少なくとも２０°小さい。
【０１１９】
　別の実施形態において、本開示は、作業面及び作業面とは反対側を向いた第２の表面を
有する研磨層を含む、研磨パッドを提供し、
　作業面は、ランド領域と、複数の正確に成形された細孔及び複数の正確に成形された突
起のうちの少なくとも１つとを含み、
　ランド領域の厚さは約５ｍｍ未満であり、研磨層はポリマーを含み、
　作業面は第２の表面層及びバルク相を含み、作業面の後退接触角は約５０°未満であり
、
　少なくとも１つの第２の研磨層が、作業面及び作業面とは反対側を向いた第２の表面を
有し、
　作業面は、ランド領域と、複数の正確に成形された細孔及び複数の正確に成形された突
起のうちの少なくとも一方とを含み、
　ランド領域の厚さが約５ｍｍ未満であり、研磨層はポリマーを含み、
　少なくとも１つの第２の研磨層の作業面は、第２の表面層及びバルク層を含み、少なく
とも１つの第２の研磨層の作業面における後退接触角が、約５０°未満である。
【０１２０】
　研磨層及び少なくとも１つの第２の研磨層を有する、研磨パッドの実施形態において、
研磨パッドは、研磨層の第２の表面と、少なくとも１つの第２の研磨層の作業面との間に
配設された接着層を、更に含んでよい。いくつかの実施形態において、接着層は、研磨層
の第２の表面と、少なくとも１つの第２の研磨層の作業面とのうちの少なくとも１つと接
触してよい。いくつかの実施形態において、接着層は、研磨層の第２の表面と、少なくと
も１つの第２の研磨層の作業面との両方と接触してよい。接着剤層は、感圧性接着剤層で
あってよい。
【０１２１】
　図５は、本開示のいくつかの実施形態による、研磨パッド及び方法を利用するための研
磨システム１００の一例を、概略で図示する。示されるように、システム１００は、研磨
パッド１５０及び研磨溶液１６０を含み得る。システムは、被研磨基材１１０、圧盤１４
０、及びキャリヤアセンブリ１３０のうちの１つ以上を更に含んでよい。接着層１７０は
、研磨パッド１５０を圧盤１４０に取り付けるために使用されてよく、研磨システムの一
部であってもよい。研磨溶液１６０は、研磨パッド１５０の主表面の周りに配設される溶
液の層であってよい。研磨パッド１５０は、本開示の任意の研磨パッドの実施形態であっ
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てよく、本明細書で説明したような、少なくとも１つの研磨層（図示せず）及び少なくと
も１つの多孔質基材（図示せず）を含み、図４Ａ及び図４Ｂの研磨パッド８０及び８０’
に関してそれぞれ説明したようなサブパッド及び／又は付加的な発泡体層を任意で含んで
よい。研磨溶液は、通常研磨パッドの研磨層における作業面の上に配設される。研磨溶液
は、基材１１０と研磨パッド１５０との間の境界面にも存在してよい。研磨のシステム１
００の動作中、駆動アセンブリ１４５が圧盤１４０を回転させ（矢印Ａ）、研磨パッド１
５０を動かし、研磨動作を実行できる。研磨パッド１５０及び研磨溶液１６０は、別々に
、又は組み合わさって、機械的及び／又は化学的に基材１１０の主表面から材料を除去す
るか、又は基材１１０の主表面を研磨する、研磨環境を画定できる。研磨システム１００
で基板１１０の主表面を研磨するために、キャリヤアセンブリ１３０は、研磨溶液１６０
の存在下にて、研磨パッド１５０の研磨面に基板１１０を押し付ける。次に、圧盤１４０
（したがって研磨パッド１５０）及び／又はキャリヤアセンブリ１３０が、互いに対して
移動し、研磨パッド１５０の研磨面にわたって、基板１１０を並進運動させる。キャリヤ
アセンブリ１３０は、回転することができ（矢印Ｂ）、任意に水平方向に横断すること（
矢印Ｃ）ができる。その結果、研磨パッド１５０の研磨層は、基材１１０の表面から材料
を取り除く。いくつかの実施形態において、基材の表面から材料を除去するのを容易にす
るために、例えば無機研磨剤粒子等の無機研磨剤材料が、研磨層に含まれてよい。他の実
施形態において、研磨層はいかなる無機研磨剤材料も実質的に含まず、研磨溶液は、有機
又は無機研磨剤粒子を実質的に含まなくてよく、又は、有機若しくは無機研磨剤粒子、若
しくはそれらの組み合わせを含有してもよい。図５の研磨のシステム１００は、本開示の
研磨パッド及び方法との関連で用いてもよい研磨システムの一例にすぎず、他の従来の研
磨システムを、本開示の範囲を逸脱することなく使用できることを理解されたい。
【０１２２】
　別の実施形態において、本開示は基材を研磨する方法に関し、研磨する方法は、上述の
任意の１つの研磨パッドに従う基材を準備することと、上述の任意の研磨層を含み得る研
磨パッドを準備することと、研磨パッドの作業面を基材表面に接触させ、研磨パッドの作
業面と基材表面との間の接触を維持しながら研磨パッド及び基材を互いに対して移動させ
ることとを含み、研磨は研磨溶液の存在下にて実行される。いくつかの実施形態において
、研磨溶液はスラリーであって、上述の任意のスラリーを含んでよい。別の実施形態にお
いて、本開示は、基材を研磨する任意の前述の方法に関し、基材は半導体ウエハである。
研磨する半導体ウエハの表面を含む材料、すなわち研磨パッドの作業面と接触する材料と
して、誘電体材料、導電材料、バリア／接着材料、及びキャップ材料のうちの少なくとも
１つが挙げられるが、これらに限定されない。誘電体材料として、シリコン酸化膜及び他
のガラス等の無機誘電体材料、並びに有機誘電体材料のうちの少なくとも１つを含んでよ
い。金属材料として、銅、タングステン、アルミニウム、銀等のうちの少なくとも１つが
挙げられるが、これらに限定されない。キャップ材料として、炭化ケイ素及び窒化ケイ素
が挙げられるが、これらに限定されない。バリア／接着材料として、タンタル及び窒化タ
ンタルのうちの少なくとも１つが挙げられるが、これらに限定されない。研磨する方法は
、パッド調整又は洗浄ステップも含んでよく、これは原位置すなわち研磨中に実行され得
る。パッド調整には、例えばミネソタ州セントポールの３Ｍ　Ｃｏｍｐａｎｙ社から入手
可能な、径４．２５インチの、３Ｍ　ＣＭＰ　ＰＡＤ　ＣＯＮＤＩＴＩＯＮＥＲ　ＢＲＵ
ＳＨ　ＰＢ３３Ａ等、当技術分野で知られている任意のパッドコンディショナー又はブラ
シを使用してよい。洗浄には、３Ｍ　Ｃｏｍｐａｎｙ社から入手可能な、径４．２５イン
チの、３Ｍ　ＣＭＰ　ＰＡＤ　ＣＯＮＤＩＴＩＯＮＥＲ　ＢＲＵＳＨ　ＰＢ３３Ａ、及び
／又は水若しくは研磨パッドの溶媒リンスを用いてもよい。
【０１２３】
　別の実施形態において、本開示は、研磨パッドの研磨層における、複数の正確に成形さ
れた突起と、複数の正確に成形された細孔とのうちの少なくとも一方を形成するための方
法を提供する。この方法は、複数の正確に成形された突起、及び複数の正確に成形された
細孔のうちの少なくとも一方に対応するネガティブなトポグラフィ的特徴部を有するネガ
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ティブマスターツールを準備することと、溶融ポリマー又は硬化性ポリマー前駆体を準備
することと、溶融ポリマー又は硬化性ポリマー前駆体をネガティブマスターツール上にコ
ーティングして、溶融ポリマー又は硬化性ポリマー前駆体をネガティブツールに押し付け
、それによってネガティブマスターツールのトポグラフィ的特徴部を溶融ポリマー又は硬
化性ポリマー前駆体に伝えることと、溶融ポリマー又は硬化性ポリマー前駆体が固化して
凝固したポリマー層を形成するまで、溶融ポリマーを冷却すること又は硬化性ポリマー前
駆体を硬化させることと、固化したポリマー層をネガティブマスターツールから取り除い
て、それによって研磨パッドの研磨層内に、複数の正確に成形された突起及び複数の正確
に成形された細孔のうちの少なくとも一方を形成することと、を含む。研磨パッドは、本
明細書で開示された研磨パッドの実施形態の、任意の１つを含んでよい。いくつかの実施
形態において、研磨パッドの研磨層における複数の正確に成形された突起、及び複数の正
確に成形された細孔を同時に形成する方法は、各細孔が細孔の開口部を有すること、各突
起が突起基部を有することと、複数の突起基部が、少なくとも１つの隣接する細孔の開口
部と実質的に同一面にあることとを含む。ネガティブマスターツールで必要とされるネガ
ティブなトポグラフィ的特徴部の、寸法、寸法公差、形状、及びパターンはそれぞれ、本
明細書で説明された複数の正確に成形された突起及び複数の正確に成形された細孔の寸法
、寸法公差、形状、及びパターンに対応する。この方法で形成される研磨層の寸法及び寸
法公差は、本明細書で上述した研磨層の実施形態の寸法及び寸法公差に対応する。ネガテ
ィブマスターツールの寸法は、固化したポリマーに対する溶融ポリマーの熱膨脹係数に起
因する収縮率、又は硬化性ポリマー前駆体の硬化に関連する収縮率のために、修正を必要
とする場合がある。
【０１２４】
　別の実施形態において、本開示は、研磨パッドの研磨層内に、複数の正確に成形された
突起及び複数の正確に成形された細孔のうちの少なくとも一方、並びに少なくとも１つの
マクロチャネルを同時に形成する方法を提供する。方法は、少なくとも１つの、複数の正
確に成形された突起及び複数の正確に成形された細孔に対応するネガティブなトポグラフ
ィ的特徴部、並びに少なくとも１つのマクロチャネルに対応するネガティブなトポグラフ
ィ的特徴部を有するネガティブマスターツールを準備することと、溶融ポリマー又は硬化
性ポリマー前駆体を準備することと、溶融ポリマー又は硬化性ポリマー前駆体をネガティ
ブマスターツール上にコーティングして、溶融ポリマー又は硬化性ポリマー前駆体をネガ
ティブツールに押し付け、それによってネガティブマスターツールのトポグラフィ的特徴
部を、溶融ポリマー又は硬化性ポリマー前駆体の表面に伝えることと、溶融ポリマー又は
硬化性ポリマー前駆体が固化して凝固したポリマー層を形成するまで、溶融ポリマーを冷
却すること又は硬化性ポリマー前駆体を硬化させることと、固化したポリマー層をネガテ
ィブマスターツールから取り除いて、それによって研磨パッドの研磨層内に、複数の正確
に成形された突起及び複数の正確に成形された細孔のうちの少なくとも一方、並びに少な
くとも１つのマクロチャネルを同時に形成することと、を含む。研磨パッドは、本明細書
で開示された研磨パッドの実施形態の任意の１つを含んでよい。ネガティブマスターツー
ルで必要とされるネガティブなトポグラフィ的特徴部の、寸法、寸法公差、形状、及びパ
ターンはそれぞれ、本明細書で説明された複数の正確に成形された突起、複数の正確に成
形された細孔、及び少なくとも１つのマクロチャネルの寸法、寸法公差、形状、及びパタ
ーンに対応する。この方法で形成される研磨層の実施形態の寸法及び寸法公差は、本明細
書で説明した研磨層の実施形態の寸法及び寸法公差に対応する。ネガティブマスターツー
ルの寸法は、固化したポリマーに対する溶融ポリマーの熱膨脹係数に起因する収縮率、又
は硬化性ポリマー前駆体の硬化に関連する収縮率のために、修正を必要とする場合がある
。
【０１２５】
　本開示の選択された実施形態は、以下を含むがそれらに限定されない。
【０１２６】
　第１実施形態では、本開示は、
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　作業面及び作業面とは反対側を向いた第２の表面を有する研磨層であって、作業面は、
ランド領域と、複数の正確に成形された細孔及び複数の正確に成形された突起のうちの少
なくとも一方とを含み、ランド領域の厚さは約５ｍｍ未満であり、ポリマーを含む研磨層
と、
　第１主面、反対側を向いた第２主面、及び複数の中空部を有する多孔質基材と、
　研磨層のポリマーの一部は、多孔質基材の複数の中空部の少なくとも一部に埋め込まれ
ている、境界面領域とを含む、研磨パッドを提供する。
【０１２７】
　第２実施形態では、本開示は、多孔質基材が、複数の穴及び複数の貫通穴のうちの少な
くとも一方を有するフィルム基材と、織基材又は不織基材と、連続気泡発泡体とのうちの
少なくとも１つである、第１実施形態に記載の研磨パッドを提供する。
【０１２８】
　第３実施形態では、本開示は、多孔質基材が連続気泡発泡体を含まない、第１又は第２
実施形態に記載の研磨パッドを提供する。
【０１２９】
　第４実施形態では、本開示は、研磨層が少なくとも１つのマクロチャネルを更に含む、
第１～３実施形態のいずれか１つに記載の研磨パッドを提供する。
【０１３０】
　第５実施形態では、本開示は、境界面領域が研磨パッドの厚さを介して少なくとも１つ
のマクロチャネルと位置が整合している、第４実施形態に記載の研磨パッドを提供する。
【０１３１】
　第６実施形態では、本開示は、研磨層が複数の独立したマクロチャネルを更に含む、第
１～３実施形態のいずれか１つに記載の研磨パッドを提供する。
【０１３２】
　第７実施形態では、本開示は、境界面領域が研磨パッドの厚さを介して複数の独立した
マクロチャネルと位置が整合している、第６実施形態に記載の研磨パッドを提供する。
【０１３３】
　第８実施形態では、本開示は、研磨層が、複数の相互接続したマクロチャネルを更に含
む、第１～３実施形態のいずれか１つに記載の研磨パッドを提供する。
【０１３４】
　第９実施形態では、本開示は、境界面領域が、研磨パッドの厚さを介して複数の相互接
続したマクロチャネルと位置が整合している、第８実施形態に記載の研磨パッドを提供す
る。
【０１３５】
　第１０実施形態では、本開示は、多孔質基材が、多孔質基材の周縁部の少なくとも一部
を封止する縁部シール混合物を含む、第１～９実施形態のいずれか１つに記載の研磨パッ
ドを提供する。
【０１３６】
　第１１実施形態では、本開示は、縁部シール混合物が、多孔質基材の周縁部の少なくと
も３０％を封止している、第１０実施形態に記載の研磨パッドを提供する。
【０１３７】
　第１２実施形態では、本開示は、縁部シール混合物が多孔質基材の周縁部の少なくとも
７０％を封止している、第１０実施形態に記載の研磨パッドを提供する。
【０１３８】
　第１３実施形態では、本開示は、縁部シール混合物が多孔質基材の周縁部の少なくとも
９０％を封止している、第１０実施形態に記載の研磨パッドを提供する。
【０１３９】
　第１４実施形態では、本開示は、縁部シール混合物が多孔質基材の周縁部の少なくとも
９５％を封止している、第１０実施形態に記載の研磨パッドを提供する。
【０１４０】
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　第１５実施形態では、本開示は、縁部シール混合物が多孔質基材の周縁部の少なくとも
９９％を封止している、第１０実施形態に記載の研磨パッドを提供する。
【０１４１】
　第１６実施形態では、本開示は、境界面領域の少なくとも一部の厚さが約１０μｍ～約
５ｍｍである、第１～１５実施形態のいずれか１つに記載の研磨パッドを提供する。
【０１４２】
　第１７実施形態では、本開示は、多孔質基材の複数の中空部の容積が、研磨層のポリマ
ーの、多孔質基材の複数の中空部の少なくとも一部に埋め込まれた部分の体積の、少なく
とも１００％である、第１～１６実施形態のいずれか１つに記載の研磨パッドを提供する
。
【０１４３】
　第１８実施形態では、本開示は、研磨層のポリマーが熱可塑性物質及び熱可塑性エラス
トマーのうちの少なくとも１つを含む、第１～１７実施形態のいずれか１つに記載の研磨
パッドを提供する。
【０１４４】
　第１９実施形態では、本開示は、研磨層が、ナノメートルサイズの複数のトポグラフィ
的特徴部を、正確に成形された突起の表面、正確に成形された細孔の表面、及びランド領
域の表面のうちの少なくとも１つの上に含む、第１～１８実施形態のいずれか１つに記載
の研磨パッドを提供する。
【０１４５】
　第２０実施形態では、本開示は、作業面が第２の表面層及びバルク層を含み、第２の表
面層の後退接触角及び前進接触角のうちの少なくとも１つが、対応するバルク層の後退接
触角又は前進接触角よりも少なくとも約２０°小さい、第１～１８実施形態のいずれか１
つに記載の研磨パッドを提供する。
【０１４６】
　第２１実施形態では、本開示は、作業面が第２の表面層及びバルク層を含み、作業面の
後退接触角が約５０°未満である、第１～１８実施形態のいずれか１つに記載の研磨パッ
ドを提供する。
【０１４７】
　第２２実施形態では、本開示は、第１～２１実施形態のいずれか１つに記載の研磨パッ
ド、及び研磨溶液を含む研磨システムを提供する。
【０１４８】
　第２３実施形態では、本開示は、研磨溶液がスラリーである、第２２実施形態に記載の
研磨システムを提供する。
【０１４９】
　第２４実施形態では、本開示は、
　第１～２１実施形態のいずれか１つに記載の研磨パッドを準備することと、
　基材を準備することと、
　研磨パッドの作業面を基材表面に接触させることと、
　研磨パッドの作業面と基材表面との間の接触を維持しながら、研磨パッドと基材とを互
いに対して移動させることとを含み、
　研磨は研磨溶液の存在下で実行される、基材を研磨する方法を提供する。
【０１５０】
　第２５実施形態では、本開示は、研磨溶液がスラリーである、第２４実施形態に記載の
基材を研磨する方法を提供する。
【０１５１】
　第２６実施形態では、本開示は、
　ポリマーを準備することと、
　ポリマーに隣接し、複数の中空部を有する多孔質基材を準備することと、
　ポリマーの表面をエンボス加工して、作業面を有する研磨層を形成することであって、
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作業面が、ランド領域と、複数の正確に成形された細孔及び複数の正確に成形された突起
のうちの少なくとも一方とを含み、エンボス加工により、多孔質基材の複数の中空部の少
なくとも一部に埋め込まれた、研磨層のポリマー部分を有する境界面領域が形成されるこ
ととを含む、研磨パッドの製造方法を提供する。
【０１５２】
　第２７実施形態では、本開示は、多孔質基材が、複数の穴及び複数の貫通穴のうちの少
なくとも一方を有するフィルム基材と、織基材又は不織基材と、連続気泡発泡体とのうち
の少なくとも１つである、第２６実施形態に記載の研磨パッドの製造方法を提供する。
【０１５３】
　第２８実施形態では、本開示は、ランド領域の厚さが約５ｍｍ未満である、第２６又は
２７実施形態に記載の研磨パッドの製造方法を提供する。
【実施例】
【０１５４】
　試験方法及び調製手順
　パッドのトポグラフィ形状の試験方法
　突起特徴部の高さ、並びに個々のセルの平坦性の両方を含む、最終的なパッドのトポグ
ラフィ形状を計測するために、Ｂｒｕｋｅｒ　Ｃｏｎｔｏｕｒ　ＧＴ－Ｘ装置を使用した
。５倍の対物レンズを使用して突起特徴部を有する個々のセルを走査し、パッド構造のト
ポグラフィ的画像又は高さ画像を形成するために、分析ソフトウェアで個々の走査を１つ
にまとめる。これらのトポグラフィ的画像から、個々の形状を抽出して、任意の必要な方
向に沿ったパッドの高さのデータを得ることができる。図７Ａは、個々のセル要素、及び
サンプルの比較のための形状データを抽出するために用いた斜め方向を示す。図７Ｂは、
完璧な平坦性を有する素朴なパッドのセル全体を走査した、形状の仮定的な表示を示す。
これらの形状データ走査から、個々のパッドのセルの平坦性を示すデータを生成するため
に、セル全体の突起高さの差異が表にされる。完璧な平坦性を有すると仮定する場合、こ
の差異はゼロである。実際の例では、この差異を、平坦性の質についての尺度とする。ト
ポグラフィ画像からの差異の計測値を得るために、マウンテンマップソフトウェアを使用
して、斜め形状に沿った、初めの３０個の突起ピークの高さを計測した。マウンテンマッ
プから得たデータ値の範囲（最小から最大）を、平坦性の差異と呼ばれる差異の尺度とし
て用いた。３０個の突起ピークの高さの標準偏差も計算され、表１に示される。
【０１５５】
　パッドの縁部シールの試験方法
　例８からのパッドのサンプルは、イリノイ州オーロラのＣａｂｏｔ　Ｍｉｃｒｏｅｌｅ
ｃｔｒｏｎｉｃｓ社から入手可能な、商品名ＷＩＮ　Ｗ７３００　Ｓｅｒｉｅｓ　Ｔｕｎ
ｇｓｔｅｎ　ｂｕｆｆ　ｓｌｕｒｒｙのスラリーに２４時間浸し、パッドの多孔質基材（
不織基材）へのスラリーの浸透状況を外観検査した。基材内へのスラリーの浸透が、多孔
質基材内にスラリーが認められないことを意味する「浸透せず」、又は多孔質基材全体に
わたってスラリーが浸透したことを意味する「１００％浸透」として報告される。
【０１５６】
　比較例１
　図６による研磨層を有する研磨パッドが、下記のように用意された。ポリカーボネート
のシートが、米国特許第６，２８５，００１号に記載の手順に従ってレーザーアブレイト
され、ポジティブマスターツール、すなわち研磨層１０に必要な表面トポグラフィとほぼ
同じ表面トポグラフィを有するツールを形成する。図６に見られるように、本発明の全て
の例に含まれる研磨パッドは、ランド領域（１４）、正確に成形された細孔（１６）、及
び正確に成形された突起（１８）を伴う作業面（１２）を有する研磨層（例えば１０）を
含む。突起の径は５０μｍ、突起の間隔は９０μｍ、細孔の径は６０μｍである。得られ
る支持面積は、この例のパターンでは概ね２４％である。この場合の突起の高さは１９μ
ｍ、及び細孔の深さは３０μｍである。次に、ポリカーボネートのマスターツールに、従
来の技法を用いてニッケルめっきを３回繰り返し、ニッケルのネガティブを形成した。１
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８インチ幅である単一のニッケルのネガティブが、この方法で形成されると共に微細溶接
され、約３４インチ幅のエンボス加工のロールを形成するために、より大きいニッケルの
ネガティブを製造した。次にそのロールは、米国特許出願公開第２０１０／０１８８７５
１号に記載されたものと同様の、エンボス加工プロセスに使用され、テクスチャー化した
研磨層を形成した。それは薄いフィルムであり、ロール状に巻かれた。研磨層を形成する
ためのエンボス加工プロセスに使用されたポリマー材料は、Ｈｕｎｔｓｍａｎ社（テキサ
ス州ザウッドランズのＨｕｎｔｓｍａｎ　Ａｄｖａｎｃｅｄ　Ｍａｔｅｒｉａｌｓ）で、
商品名Ｉｒｏｇｒａｎ　Ａ９５Ｐ樹脂として入手可能な、熱可塑性ポリウレタンであった
。ポリウレタンは、ショアＤで約６５のデュロメータで、研磨層は約１７ｍｉｌ（０．４
３２ｍｍ）の厚さであった。エンボス加工プロセスの間、固体ＰＥＴ基材は、研磨層の裏
面に接触させ、接着させた。この比較例は、多孔性基材の所定の代わりに標準的な固体Ｐ
ＥＴフィルム基材を使用する。
【０１５７】
　実施例２
　実施例２は、比較例１と同一の方法及び樹脂を用いて準備されたが、固体ＰＥＴフィル
ム基材は不織基材に交換した。ＰＧＩ社（ノースカロライナ州シャーロットのＰｏｌｙｍ
ｅｒ　Ｇｒｏｕｐ　Ｉｎｃ．）からＷＷ－２２９として入手可能なこの不織材料は、基本
重量８４．８ｇｓｍのＰＥＴ／Ｐｕｌｐ湿式材料である。得られた押し出し成形品は、樹
脂が不織材料に拡散した境界面領域をもたらす。図８Ａは、パッドの全断面のＳＥＭ画像
を示し、図８Ｂは、パッドの境界面領域をより大きく拡大して示す。
【０１５８】
　比較例３
　比較例３は、Ｉｒｏｇａｒａｎ　Ａ９５Ｐ樹脂を、Ｄｅｓｍｏｐａｎ７９０樹脂（ペン
シルバニア州ピッツバーグの、前Ｂａｙｅｒ　ＭａｔｅｒｉａｌＳｃｉｅｎｃｅ社であっ
たＣｏｎｖｅｓｔｒｏ社で入手可能）に交換した以外は、比較例１と同一の方法を用いて
準備した。
【０１５９】
　実施例４
　実施例４は、ＰＥＴフィルム基材を不織材料シート（ＰＧＩ社のＷＷ－２２９）と交換
した以外は、比較例３と同様に準備した。
【０１６０】
　実施例５
　実施例５は、Ｉｒｏｇｒａｎ　Ａ９５Ｐ樹脂をＥｓｔａｎｅ５８２７７（オハイオ州ウ
ィクリフのＬｕｂｉｚｏｌ　Ｃｏｒｐ社）と交換し、かつＰＥＴフィルム基材を穴開きＰ
ＥＴフィルム基材と交換した以外は、比較例１と同様に準備した。穴開きＰＥＴフィルム
基材は、概ね径３００μｍ及び１ｍｍピッチの中空部サイズの方形配列で、ウェブにわた
って規則的に間隔をあけた円形中空部（すなわち貫通穴）を有するように、パターン化し
た。
【０１６１】
　実施例６
　実施例６は、実施例５と同様であるが、穴開きＰＥＴフィルム基材を、穴開きポリカー
ボネートのフィルム基材に交換して準備した。この穴開きポリカーボネートのフィルム基
材は、方形配列で２００μｍピッチの、１００μｍ平方の成形された中空部（すなわち貫
通穴）を有する。
【０１６２】
　比較例７
　比較例７は、穴開きＰＥＴフィルム基材を固体ＰＥＴフィルム基材と交換した以外は、
実施例５と同様に準備した。
【０１６３】
　上述の「パッドのトポグラフィ形状の試験方法」を用いて、平坦性の差異、及び計測さ
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【表１】

【０１６４】
　表１は、パッド要素を、計測した初めの３０の突起の平坦性の差異及び標準偏差の得ら
れた計測値と比較している。実施例及び比較例の研磨パッドの個々のセルに対するトポグ
ラフィ形状が、図９Ａ～図９Ｇに示されている。多孔質基材を含む研磨パッドを用いて実
証された、突起ピークの高さの改善された平坦性の差異、及び標準偏差は、同じ面内の突
起特徴部において、より大きい割合となっている。
【０１６５】
　実施例８
　径３０．５インチの研磨パッドが、固体ＰＥＴフィルム基材を不織基材と交換した以外
は比較例１と同様に準備された。ＰＧＩ社（ノースカロライナ州シャーロットのＰｏｌｙ
ｍｅｒ　Ｇｒｏｕｐ　Ｉｎｃ．）から商品名ＲＥＥＭＡＹ２２９５として入手可能な、こ
の不織基材は、厚さ１８．５ｍｉｌ（０．４７０ｍｍ）を有する単位重量２．９５ｏｓｙ
のスパンボンドポリエステル材料であった。サブパッドが研磨パッドに積層された。サブ
パッドは、発泡体層及びＰＥＴｇ層から構成した。コネチカット州ウッドストックのＲＯ
ＧＥＲＳ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ社から商品名Ｐｏｒｏｎ４７０１－６０－２００６２
００４－５４Ｔ－ＵＲとして入手可能な発泡体層が、研磨パッドの被作業面側（非テクス
チャー化側）に積層された。ミネソタ州プリマスのＣｒｏｗｎ　Ｐｌａｓｔｉｃｓ社から
入手可能な、０．３０インチ（０．７６ｍｍ）×３６インチ（９１ｃｍ）×３６インチ（
９１ｃｍ）のシート形態のＰＥＴｇ層が、発泡体層の露出した主表面に積層された。ミネ
ソタ州セントポールの３Ｍ　Ｃｏｍｐａｎｙ社から商品名３Ｍ　ＤＯＵＢＬＥ　ＣＯＡＴ
ＥＤ　ＴＡＰＥ　４４２ＤＬとして入手可能な接着剤を、発泡体及びＰＥＴｇ層の両方の
貼り合わせ用接着剤として使用した。径４インチ（１０２ｃｍ）の５枚の円形ディスクを
、サブパッドを有する３０．５研磨パッドからダイカットした。５枚のディスクのうちの
４枚の周縁部は、縁部シール溶液（縁部シール混合物前駆体）を使用して封止した。縁部
封止溶液は、オハイオ州ウィクリフのＬｕｂｒｉｚｏｌ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ社から
商品名ＰＥＡＲＬＳＴＩＣＫ　４６－１０／１２として入手可能な、ポリウレタンペレッ
トを溶解することによって準備した。４つの封止溶液は、重量で２％、３％、４％、及び
５％のポリウレタン濃度で準備した。単一のディスクの周縁部を、縁部シール溶液の１つ
でコーティングし、その後溶媒を室温で１時間乾燥させ、不織基材の多孔質縁部を封止す
る縁部シール混合物を形成した。５枚目のディスクは、対照として使用した。
【０１６６】
　上述の「パッドの縁部シール試験方法」を用いることで、径４インチ（１０２ｃｍ）の
各研磨パッドディスクの多孔質基材中へのスラリーの浸透が判断された。結果を表２に示
す。
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【表２】

【図１Ａ】

【図１Ｂ】

【図１Ｃ】

【図２Ａ】
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【図２Ｂ】

【図２Ｃ】

【図２Ｄ】

【図２Ｅ】

【図３】

【図４Ａ】

【図４Ｂ】

【図５】
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【図６】

【図７Ａ】

【図７Ｂ】

【図８Ａ】

【図８Ｂ】

【図９Ａ】
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【図９Ｂ】 【図９Ｃ】

【図９Ｄ】 【図９Ｅ】
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【図９Ｆ】 【図９Ｇ】
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